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第 E部林業経済立地の研究

第 I 章序 説

本Idl 究においては，林業生産ならびに経営の経済的立地，すなわち市場からの経済的日li離が-異なれば，

生産や経営の性質がどのようにちがってくるか，また市場に対して位i;立を異にする生産や経営が，経済的

に合:f!lliikJな生産活動を行う場合， それらの個々ならびに相互間の均衡関係がどのようにして達成される

か，さらにすすんで大経営がし、わゆる地利紋を組織し経営に役立てようとする場合どのような点に注意を

要するか，という 1諮問題を取り扱う。

したがって研究課題は，)1!1論と実際の両国を含む j 限論的な展開は主として第JI[主主に行ったが，それ自

体さらに究明してゆくべき多くの諸点に自ら気がついているが，一応、林業の生産量，地代および価格の均

衡の的態的な条件を浬!解するにとどめている 実際;'，fJ な地利級に|主jする処隠は，第W 章に行ったが， JL体

WJな設計にあたっての基礎をあたえるものであり，第E章の立地問題を理解する前提，および第I![主主を通

じて， ._.闘のPlI解をすすめうるものと思う なお (ûl 充の基底を流れるものは，林業における生産集約皮の

性質の究明にある c

第 E章生産集約度と経済立地

第 1 節生産集約度

生産集約皮 (Intensity of production , Produktionsintensität) とは， 生産手段である土地と，

土地を利用する手段である資本および労働が，生産において互存する割合をいうもこの集約度は，単位土

地国債あたりで，生産に投ぜられる労働や資本塁の比較において定められるものである

しかし，労働や資本財量など生産要素量の技入の割合が異なる場合の，生産集約度の比較が，実際には

問題となるのであるカ、ら，共体的には，投入された生産要素景の貨幣価値でiíllJった価値費消額により，こ

れを対比する方法がml，、られる

したがって，普通の場合，生産集約皮は，単位国債あたりの一生産期間またはー経営期間での，労HL

資本利同僚，および資本財費削額(ニ流動資本財Yì'í~、も額+固定資本財減価償却費〕の合計額によって測ら

れる。比較の面積と期間をーにして，これらの費用総額の大きい方が，より集約な生産である 3

林業生産の集約度は，小面積上まて、の一生産期間にわたる生産集約度を考える場合と，経営としての生

産集約度，つまり経営集約度を単位土地面積あたりで比較する場合と，その費用計算の手続が，若干ちが

っているJ したがって，それぞれの場合につき集約度を説明しよう。

第 1. 林業生産の場合

一生産期間にわたる林業生産の当初の資本財〔値殺本数〉および労働の技下と生産量の関係を，抽象的

に考えると，第 6 図のごとくである。

この図は単位面積の林地に関するもので，左から右へ年数の経過を示す「林地を伐採後放置すると天然

林となり，漸次成長するが，その蓄積の増加は，かなり後年にいたるまで低い場合が多いであろう c その
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第 6 図
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伐期 u イドの収f立量をN とする。もっとも樹種と立地に

よっては，アカマヅ天然更新の場合のごとく，成長量

が必ずしも fIh 、といえぬことはある《

しかし，ここに造林すれば，同一u 年でN よりも収

穫量をかなり増加し，一方同一収穫量をうるのに，生

産期日:Jをかなり短縮できると L 、う場合に，その造林事

業が経済的な意味をもってくる

この図で，有1ìJi(Iを含む造林て、の資本財および投ド労

働量の合計を，労働畳換算で a ，その後数年にわたる

手入労働授ド量を b ， I制支労働量 c ，校打労働量d ， 1m伐労働量 e ....とすると，これらの労倒投ドの作

業の結果として， u 年後に収穫量 P=N+A+B+C+D+E がえられるわけである

(j注〕 この収穫量は，実材債で考えてもよいが，この図では同様に労働量に換算し，投入量と比

絞できるように考えた方が使利で、あろう。

なお，従来の林業生産に関する技術の効果の珂!併にあたっては，この N や P を四1解はして

も，それぞれの作業の効果を A ， B , .. ..D，などと区別して考えることは，行っていな L 、

しヵ、し試験訓査の方法によっては，ある程度このような効果を把握することはできるはずであ

る。この点についての話惇Eがすすむなら，

(1) 造林，手入，除伐，波打，などに投ぜられる労働のうち，それぞれの生産量に対する効

呆はどのようにちがうか。

(2) 経済的に有利な生産量を大きくするには，各作業段階ごとに投ぜられる労働の効果を考

えた方がよいのか，あるいは数作業段階の労働の組合せの効果を考えた方カ1よいのか

(3) 各作業段階の労働集約皮およびその組合せの如何により，その効果のあらわれ方に，ど

のような追を生ずるであろうか。

(4) 地位の珪により，同一作業体系による集約皮か，生産量にどのような主さをもたらすもの

であろうか。なお，この地位の差を考えるとき，地形や地表状態についての作業条件の中fl遠の

作用をも，あわせて考えておく必要がある。

(5) 樹種別に適当な作業i契約慢とは， どのような傾向を示すものか， それは立地の差によ

り，どのように変化するものかο

(6) 以上を綜合した結果として，作業労働の質最，投下の方法，樹種，地位， (林令〕など

のそれぞれ生産量に作用する相互関係での主要な傾向

を~;fl ること泊:できょうへ

しかしてこのような分析にもとづいて，林業生産における樹種，地位その他の自然条件の相

違にもとづく，生産i函数の性質とその変化の傾向を知りうるご

しかして経済的な林業生産は，普通 A>a. B>b , C>c , D>d , E>e となり，かつ a+b 十 c+d+e

と N+A+B+C 十 D+E の関係を，それぞれの価格条件のもとにおいて，できるだけ利益の大きい形に

組み立てようとつとめる c その結果として定まった労1'.lW投下量や，それに応:ずる資本量により，生産集約

度がきまるわけである c

次に，休業生産が樹種や生産方法の如何により，相対的に集約度を異にしてくる関係を，大まかに示そ
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:rfl 1/1. 集 fゐ

crtn 種7 11:. 明: 粒f 圭十 葉 1主1

「史ー新方法〉 で7ミ 苧}ミ 1史 'i'i'r 人 ヱ 更 事Ir

(造林方法〉 粗植または小前fl([ 密有11 または大百flj'[

〔撫育方法〉 粗雑または放置 品店 宮、

この例で，小一!ti舶の場合手入などに余分の労働を:裂し，かっその期間が長くなり，生産集約度が大きく

なるようなこともあるが，普通は相対的にこのような傾向が日!解されよう。なお後に例示ずるように，人

工造林の場合でも，かなり集約度に巾がある。

次に単一生産方法をとった場合，生産集約度

が，生産期間の変化につれ，変化することを示 1 

生産矧IHil
そう。

この表から，生産期間の延長につれ，労働宣会 il 
も生産費後何もその絶対傾が増加し，集約度の 40 

第 1 表異なる生産期間での生産費

(ìF.I!~ 生産費 | 年平均! 年平均
労働置 : (後価) I 労倖l量 | 生産費
人 千円 I 人|千円

330 452.8 11.0 15.1 

350 756.2 8.8 18.9 

すすむことが知られる。平均年閣では，異なる

生産期間のものの平均値を知るのに便利である

50 370 1,251.5 I 7.4 25.0 

が，この平均では後何の集約度はすすむが，労f1ibの集約皮は減ずることが知られるへ

*以ドにLUてくる H斤数字例は，著者著「林業生践の技術的性質J (農林出版発行・昭和 31 年

7 月〉による。

生産集約皮を，この例のように，後fllliの平均年額をもって測るのには，問題があるかもしれ

ないい林業生産に投じた費用額を測るのに，普j還には，いわゆる前価算式，および資本側算式

にもとづく年瀬計算の方法が用いられるからである J あとの 2 計算方法は，それぞれlìh 、られ

る場合があろう仁しかし，この生産期間の長短が，生産集約度に作用する!日l係をう;日るには，不

便である。けだし， T即日算式によるときは，一生産期間に投ぜ、られた費用が，造休日寺点の何に

還元され，その結果として生産期間の延長の生産費に及ぼす効果は，ほとんど打首'j される。さ

らに資本価算式による年額汁算による場合は，利子準のl作用のため，生産期間が延長されるほ

ど，費用年額は小となり生産集約度は低下する結果となるわ

これらの結果は，事実に合わな\， 'c けだし、すぐ後で述べるがごとく，法王林経営を:\1!7êす

ると，生産期/1，1=輪伐期の延長は，直ちに生産集約度二費用集約度を増進させる その阻!lJ は，

造林費用(ひいては探育費用〉が減少するにもカかわらず，より蓄積資本の大きい林分b澗み

スれられる結果，その資本判子の増加が作用するからであるに この点から， 生産期I:nの延長

が，生産集約E区L

次に， ~法正林経営の主|三費川はj倒木建 C，管国費 UV の仙，資本利子=(C l. Op旬 +C 1.0p".1 

+....ト C 1. 0p) ー (C 1.0 p ,,,., +C 1.0 p". ,+.... +C)=C 1.0 P" ー C よりなるつ た7ごし Nll

代は含まない。したがって年費用合計は， C 1.0 p" ー C+C+uv=C 1.0 p旬 +uv，その単位同

C 1.0 p 積あたり平均額は ド十v となる。

一方生産期間 u における林業生産の生産費は， r
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であり，このiIl~:そ

のものが生産集約度を示しているらしかし，もしこれを，異なれる主1"産期間のものにつき，平

均年額で比較しようとするなら， n'cちにこの偵を uで除した方が，法正材:の場合の単位面積当
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りの年額にほぼ近い値をうることができる。

このような計算方法は，いわば不徹底な方法であるが，林業生産の性質をJ休業経営に反映せ

しめるのには，便利であるコここでは経済計算と実物計算の方法が交錯しているが，本質は実

物計算に近い。

第 2. 林業経営の場合

経営集約皮が生産集約度と異なるのは，単ーさ1~産ではなくて，各種の生産方法をとる組織体としての，

経営の費用の集約皮が問題となることである。この縦営集約度も生産集約度と同様に，主要な生産方法や

生産期間の変化にともない，変化する η ところで林業生産では，その期間が長ドため利子の作用をうけ，

資本に[%)する費用と労働に附するそれとが，はっきり区別できない二前掲第 1 表では，林業生産での労働

投下長を示しているが，その処理は便宜的なものである しかし経営の場合には，材木蓄積に|刻する資本

利子と，労働について毎年の投下量や賃銀額を ， um僚に区別できるようになる〈

現実の林業経営では，それを構成する個別林分の過去の投資額が評価され，その合計としての生産資本

に刈1する利子，および年間の造林撫育費や管問費の額が9;~1 られれば，その経営集約度は判断される。もと

より森林のfi'IJ造が不法王であり，また生産事情が年によって若干異なるところから，経営集約度も毎年多

少可変I'r'~となろう。しかしその主要な傾向はあまりまE らないであろう。たとえば胤材林経営は輪伐期が大

きいほど資本集約，労働粗放であり，輸(文期が低いほど，価絡条件が同じなら，資フド粗放，労街擦が]とな

るコまた製炭まで行う薪炭林経営は，用材林経営に比し労倒産品"J，資本粗放である。

次に第 1 哀表.におけけ匂るがごとき生生-産方法法.をとる 10∞o Iß[ の;法去IE

生産費用，ひいては経営集約度に作IlJす』るかを示そう。

第 2 表主去百本の(年)経営費用

強醐叩矧馴1Iイ!

本表ーから 1 III[当りの平均額を算出すれば，は

ぼ第 1 表に近い値となる またこの亥ーから，経

営集約度は，生産期間の延長につれ増進するこ

と，および本例のようにかなり労倒産約な場合

でも，労銀部分より利子部分の方がはるかに犬

主年ド l 人 l 千円 i 千円 l 千円
30 1, 100 I 390 1, 100 I 1, 490 

O 4ωo 88ωo 1 310 1じ， 58叩o 1じ，日9卯

50 740 260 2 ,270 2.530 きししたがって性質上資本集約であるわけで

ある また愉伐期の延長につれ年造林面積が減

少するから，投下労働量も減じ，それだけ資本集約，労倒J粗放の傾向が促進される r

(注〕 経営が単一生産方法をとると考える以上，各土地部分に対し投ぜられる生産労倒置は，基礎的

には同じて、ある しかし，輪伐期が延長されると，それらの投下労働量が資本となって経営内に筏

留する平均期聞が延び，したがって資本集約度は培進する一方，ある 1 カ年に実現される投下労働

量は減少する。

経営集約度は経営に関するもので，生産集約度は，個別の林業生産に関するものである 3 経営集約度の

合理的な決定は，後述するがごとく，生産要素や生産物の価格水準によるむしかし，いずれにしてもその

とりし、れる生産方法，つまり技術の発揮する生産集約度によって，経営集約度も規律されてゆくわけであ

るつ

しかして，以上に述べてきたところから，林業における生産集約度の性質を，基本的に次のように要約

できょう。

(1) 生産方法のちがし、によって，生産集約度はかなり相違する ο その場合，突然林より人工林にすすむ
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につれ，集約度は橋進する。

(2) 生産方法は同じでも， 生産期間がちがえば集約度は変化する。 期間延長につれ費用(ひいては資

本)からみた集約度は増進するが，とくに人工林では平均的な労働集約度は，減少してゆく。

(3) 現実には，生産方法と生産期間の組合せにより，生産集約度は，いろいろに変化する

第2節生産集約度決定の要因

生産集約度は，直接は単位土地面積に関連づけた労働および資本の投入量によって測られるが，具体的

にいえば，その生産に丹h、られる技術，したがって生産方法にもとづいて定められるものである。このよ

うな技術は，その駆使される目標をもっ。土地産業の場合，客観的かつ共通の生産目標として，できるだ

け大きな地代の獲得があげられる。地代の大を追及して適当な生産方法をとるとき，合問|ねな生産集約度

が定められるわけである二さらに，この地代は収益と費用の差額として求められる。しかしてこの収益と

費用の大きさに作則する要因を，直接に集約度決定の要因とし、うご次に地代および集約度決定の要因につ

いて述べるハ

第1. 地代と集約度

経済的に合図的な生産集約度は，その生産が挙げる収益と生産費との関係から得られる純収益，なかん

ずく地代をできるだけ大きくするような生産方法をとる場合のそれに定められる〉し、L 、かえると，限界収

益=限界生産費たらしむる収穫量をうるまでの賛同投ド綱，つまり生産集約度をとるのが，地代を最大な

らしめる n

地代は土地産業の 4切において成立するのセの際土地の立地条件のよい所では，同一生産費を投じても

収益が大となり，したがって地代も大きいc 地利のよいところ，肥沃なところは，そうでないところより

も，地代は大きい。このような地代を差額地代第)形態というー

さらにこのようにして， 地代の犬きいところでは， 生産費を増加して一層地代を大きくしようとつと

め，かくてもっとも地代を大ならしむる生産が，その士地を占めることとなるJ この種の地代を集約度地

代または22線地代第二形態という。土地産業はこの種の地代をできるだけ大きくするように，それぞれ立

地し，かくして産業の立地配置にしても，また同一産業でもそれぞれ異なる生産方法が，合引i的に立地ご

とに選ばれてゆく i趨勢を示す。

地代が決定されてゆく機構については，第川市に述べる。しかし林業生産の現実では，この地代の大を

追求する生産集約度が，つねにかならずしもとられるわけではないコ地代を犬きくしようと努めても，生

産期聞が長いために，えられる収益との聞にづれを生じ，結果として地代が大きくならぬこともしばしば

起り得ょうし，また国有林経営のように，はじめから地代ではなくて，生産量をできるだけ大きくしよう

として，生産集約度を選訳する場合もある。にも力、かわらず. }所史的ιみて，国民経済の発展は，土地の

経済的に合理的な利用を促進し，林業生産でも労働や資本の効率的な利用につとめる結果，生産者はそれ

を表面には意識しなくても. 7fttE i杓にそれぞれの林地の妥当な地代に規制されながら，生産集約皮を定め

てゆくものと考えられる r

(注) その土地について，現実に妥当な地代を決定することは容易なことではないc けだし，生

iRi費の計算方法は)定していないからである一地代は土地I産業を通じて成り立つもので，土地

を中心としてみると，農業も林業も単なる生産方法のちがし、にすぎないのであるから，地代を
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算定する上においても，同一計算方法を用いるのが妥当かと思われる ところで農業の場合で

も，生産費計算の方法が必ずしも一定していない。 とくにJ休業に関係づけ』て， 問混となるの

は， 資木の利子を普通利率で計算するか (BRINKMANN) .いわゆる平均利il18率で計算するか

(MARX 学派〕であって，それぞれの生産費績にはかなりのちがし、を生じ，したがって収益と

の淫傾としてえられる地代に相述を生ずる、この点は，計算方法日休も，社会的な分間関係の

盟念によって左右されることのあることを，亡、りとするものである。しカ通し rnl論上からは，地代と

利潤の WJ(系に問題があるとしても，従来行われてきたとおり，普通利率をJfh、て計算した生産

費を差し引くことによりえられる純収益が大きければ，その全部またはー部をなすj世代も大き

くなるとし、う考え方から，木研究の計算事例では，この前例又益をl任ちに地代とみなして取り J及

った。筆者自らこのような地代が，直ちに本来の妥当な地代だとも，また後述する均衡状態に

おける地代だとも，いうものではないn ただこの計算上の地代の大イ、を通じて，その -;"il. 全

部，またはそれより大きいかもしれない木来の地代の犬小関係を，類推できるものとするー

経済的に合迎的なj休業生産の規l実は，その生産の開始時に愉廓が定まる。このときに選侭される生産方

法とその集れ皮については，慎重な検討を要する さらに生産の進行する地税において，第 5 図に示した

ような各作業段階での部分技術の改善投下が行われることもあろうが，それは純収益ひいては地代を，さ

らに増加する予想ができる松茂におし、てである c

か〈して生産ι>lt'，lの進行に伴ない，当初予定した集約皮に，若二r:の修正が加えられうる。しかしてその

林業生産の最終的な集約度を決定するのは，伐期令である 収f立を決意した時点において，収益と生産費

の関係は具体化し，子l'産集約度と地代の IjgJ係の合T-!ill'l'甘で、あった脱皮が定まるにその際えられる収益に，生

産物jの市場側格の特別の!日吉貴分が含まれている場合は，地代以外に利潤をもうるものと認められよう。

(注〉林業生産においては過去の生産費がはっきりしないという場合が現実には犬部分であろ

う。またよしやその投下の記録がはっきりしていたとしても，そのままでは，現在JIìいうる生

産費にはならない。しかし今日では，その地方の普通の当主方法をとった場合の生産費の性質

について，多くの生産者はー忠の矧殺をもっている f また進んだ生産者はその費Ilì を樫利で計

算して現在どれだけの仰になるカ tをも卜分に考えている。 このような知識の終合の結果とし

て，地方をj通じ，犬休伐矧令をどの程度に定めたら有利か，と L、う判断が，一般的に定められ

ることがある そのような場合，木材需要産業は，そのような判断を普通化する役討を示すこ

とがある。その結果，全く同ー生産方法，したがって生産集約皮をとる区域が，力なり広くな

ることがある lコいずれにせよ機会費用にも似た*産費のヴエールはあるわけである。

第 2. 集約度要因

各地の林業を概観しても，その生産方法ひいては生産集約度に，かなりの本1/述のあることが知られる。

BRINKMANN は農業生産において，生産集約皮が分化する要因として次の 4 を挙げているが，これは同様

に林業生産にも適用される

(1) 土地の自然的事情 (2) 土地の交通地位 (3) 国民経済の発畏段階(羽生産者の個人的事情

このほか政治的社会制度的要因なども挙げられるが，これは広義には (3) 国民;i~済の発喪段階に含めえ

よう。 BRINKMANN はこの 4 要因がいろいろの形で作用しあって，集約度に差異を生ずると説く。林業生

産の場合も全く同様であるご

林業生産では，とくに (1) の自然的事情が重視されてきたコ土地の土壌や気象などの困有の性質に適す

る樹種の選摂，つまり遇地適木が，生産方法を定める基礎で、あった 林業では土地改良がほとんど行われ

ず，一方林木は数十年にわたり土地の自然の作用をうけるのだから，自然的事情が重視されるのも，当然
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である。もとより，土地が唯一の生産樹種を定めているとしづ場合は，とくにわが国では少な L 、。そのな

かから泊当な樹極が選訳されると，そこでの右息長の生産方法の実績カ h ら，その土地の生産力が判断され，

ひいてはその地位が判定されるとしたゥその際良地位は，より大きい生産集約度を許容するはずである:

しかし従来は，この点についての訊設が不十分であって，良地位も不良地位も同一樹種なら，同一生産方

法で出発し，結果において不良地位の方が，手入れなどの費用のカ・さむところから，生産集約度も大きく

なる場合も少なくなカ ιった『 また地位は局百f泊甘に変化するが，それぞれに応:じて集約皮をかえるのは，か

なり高い労位蝶約度の許容される生産段階に透していなくては，一般に行し、航、ところであって，ふつう

は作業の能率を挙げるため，かなり斉一な生産方法ひいては集約度がとられる場合が多いのである。

(2) は後述するとして， (3) の国民経済の発展(段階〉は， 林産物の需要や川絡の変化， 交通機関の発

注，生産技術や加工技術の発迭をもたらすことにより，林業生産の集約度を有利に変化させる働らきをす

る O 土地の自然条件はあまり交らなくても，そこで生育可能の粒j種はなん種類かあるのが普通だから，そ

の選駅には，市場の需給やf!同絡事情が考慮される O 有利な樹種や材種がえらばれる結呆として，それに.応

じた技術と生産集約度とが定まり，長い間に地方的に拡大される。たとえば，地方!尚治の事怖により，木

炭や隣丸太など，特定の材種ひいては樹種て‘の生産が行われることがある また近年パル 7・材の需要培加

につれ，小径材とくに広葉樹小径材の需要が増加する傾向にあり，それが今後の林業生産の方法に影響す

ることも考えられる これらイ、径材の需要増加は，主としてその加工技術や交通機関の発達に負っている

わけである。また場所によって，林地への経済的な肥料投下の可否について，研究されるようになったの

も，林産物の価格の11盤貴と肥羽生産技術の発達にもとづいている。

このような林産物jの需要量や価格の変化，林業生産に直接間接働らく各方面の技術の変化は，国民経、治

や地方経済の発展段階にしたがうわけであるこれらの綜合の結果として，生産方法ひいては生産集約度

が変化する ο その他ス会の慣行が地方林業の生産方法に多少の制限を加えたり，また森林計同制度が伐期

令に制限を加えたりするのも，国民括的の発展段階にほずるものといえよう。

(4)の生産者の個人的事附は，生産の現象形態につよく作用する「第 1 に地代の大を追求するところの，

客観的に合理的な生産の目標とは，多少ことなる自擦を定め，その結果として生産集約皮がちがってくる

ことがあるつ国有林の共同，Ilfì抗 I~Iと'lfi擦が，国民経済の将来に及ぶ要求を充たす範閉での，現在の費用補償

主義による集約度をとることを妥当ならしむるがごとき，また私有林の多くでは家計充足経済的自擦が追

求され，その合間的な生産の場合でも，所得をて、きるだけ大きくしようとする集約度がとられるがごとき

であるの

第 2 に生産者の態度には，固定と進歩とがあるつ固定はまず地方林業の伝統的な技術の維持にみられる

が，さらに所有森林を世襲財産として，保持してゆく態度にみられる(加うるに，生産者の市場に対する

知識の不足や，家計から生産に仕向けられる資本や労働などについての制約のため，かなり不卜分な生産

集約度が維持されることがある。一方進歩的な生産者は，変動する経済事情にたえず注意し，固定的とな

りやすい経営の内部で，ある程度の操業度の変化により，これに適広しようとつとめる。その際卓越した

生産者は，生産量の単なる増加を目標とするのではなくて，海[次より高価な生産物の生産を企図し，その

ため集約度が増進することがある

(2)の交通地位が，本研究で取り扱う経済立地林業でL、う地利に当るご従来の林業では，これを主として

運搬事情に関するものとして取り扱い，地利が良ければ運搬賓が低く，したがって立木価格が高くなる，
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とし、う粍皮のii認識はあったとしても，それが生産方法へ及ぼす作!日については，ほとんど限解していなか

ったとし、えよう l

これらの消要因のうち (1)~(3) は，あらゆる林業生産に普通的合理的に作用するから，これを客間的要

因という。これらの要因に作用されながら，各林地では，長い間に漸次的ではあるが，できるだけ地代を

生み，かっこれを犬きくする生産集約度がとられてゆく，と観念されよう。かくして国民経済の発展に適

応した形で，その中に林業生産が妥当にその位置をしめるようになるハしかしてこれらの客観的な諸要因

が基礎lí'~nrCFffJ的に作用している作のうちで， (4)の事情が ('1'片j し，客観的にみである程度不合辺な林業生産

の現実を示すこととなる。

したがって，この (4) の要因を主観的要因といっている、

木íiJ l 究では，このうち閣の要因が林業生産iこ及ぼす作mを中心として述べる。しかしそれは同時に，

国民経済の中での市場均衡において考えられるわけだから， (3) の要因の作用も無視されまいっ

第 3節経漬的立地の性質

この経済的立地を，林業では従来地利とし、し、なれている{これは，ある土地がその経済f内外界との間に

もつ関係をし、ぅ。あらゆる土地は，その位置と I~I有の気象や土撲をもつが，ここではその位置=地利=交

通地位のみを，抽出して考えるハまた比較11'J似た地手iJのJ木地を，グループにまとめた区域が地利級である

この統的立地と林業生産との|州系については，第 IIf章以下にnl論的に取り扱う したがって木節では，

地利の一般的な性質をのベ，後のrQHij~に役立てよう。

この地利は，一方では生産物の販売地位，他方では生産に必要な労働や前木のI!品質地位を示すもので，

その良否は，生産物および生産要素の，その土地における mfll名の高さにより iJlU られる したがって，その

位置の良否は市場を中心として考えられることとなる 生産物の制絡が高く， 生産要素の加格がfJh 、ほ

ど，中11対(灼にその土地の地利は良好なわけである

林産物の何j各は，市場の需給関係により，そのときどきに定まる。ところで、林業生産が直接[ノ1;用を受け

るのは，立木川崎である 林産l拘の何絡はたえず騰落するし，それに応じて立木価格も変化するが，こと

なれる位[71の問での，同額同質の立木 fllli憾の相対的な犬小WJ係はふつう変らない《林業生産は長期にわた

るから，市場制梅の長期中Jな趨勢変訪比泉に応じたそれぞれの立木(州各の趨勢にもとづいて，その集約度が

定められてゆくといえよう、

この同種の立木の阿梅の一時点における上下を定めるのは，g;r，なれる位置での，伐木造材など労働の能

率，作業地形，木寄*貯のtl'g雄と燦易，などにもとづく単位宅産向あたりの伐木造材および集材費，小運

搬および輸送費，さらにこれらの木材生産業者の取扱い数量や資本の性質等が，綜合された結果としての

伐直費用の多主要によるが，なかんずく犬きな相違をもたらすのは，運搬費用の大小である

木材は重量ならびに容積ともにかさばる商品で，かつ市場までの輸送距離が一般に長いので，その市場

価格のうちで，運搬費がかなりの部分を占める生産が多いL したがってその1和白で，立木価絡は地利が悪

くなるほど，運搬費がかさむため速やかに低下する。

一方生産要素の加格と地利の問には，地利と立木怖裕ほど密接な関係が見られぬ場合がある。地利は良

好でも，局部地形や地床状態の不良のため，さらに熟練労働が少ないため労働の作業能率が低下したり，

一方自給農業をもっ奥地帯の方が，かえって賃銀が低かったりする場合もあるが，それでも一般に，地利
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が不良になるほど交通路も不備となり，苗木などの運搬距離はのび，労働者の実働時間が短くなり，また

i盛期での自由な労働投下が制約されたり，あるいは規模が大きいと作業現場に事業所の建築や炊事などの

費用を必要とするため，結果において生産要素の購入価格が割高となる傾向がつよい。

各種の財の市場価格は同じでも，林地の位置が経済的にこのように働らくため，不良な地利にJtL ，良

好な地利では，つねに同種干材くの立木flifJ絡が高く，一方生産要素の価格は割安となる傾向をもつ したが

ってこのような地利では，土地収穫逓減の法日IJに抗して，さらに生産集約度を高め，材。jç成長量をまし収

益を増加するのが，やりがし、のある仕事となってくる。その結果地代も高まる。一方不良な地利では，地

位がよくても収益額が低下するから，費用も十分に投じえず，生産は粗放となるー

しかし交通機関も長い聞には， 持î'i次改善され， それが国民経済の発展を促がす重要なífllJ因となってい

る。その結果従前よりも運搬費用，ひいては取引費用が減じ，したがって市場に対する地利関係がかわっ

てくる〉今 THÜNEN の例にならいー交通機関の改善により，輸送費ひいては販売賓が 50% 減じたもの

とし，改善前の市場fillî ，地方価，立木何と，改善後のそれらが，地利により変化する状態を，ゑ:の第 3 表

に示した*。

* フド表での生産費は，~産の限界地における伐木造材の費用を示すものである(なお，運搬費
は日Ií雌に比例するものと見なした この想定は THÜNEN の時代には正しいが，各種の速ぬ離

交通機関の発注した今日では，事実は当らないコしかし，運賃が副 I離に比例しなくても， ~[i離

の増加につれて漸増することは認められよう c そのカ、ぎりにおいて，この表は妥当性をもっO

第 3 表 運搬費減少の作用

|運搬費 I iÎf場と限界|限界地の i 市場 f阿
l(石粁当り) I 地の距離|生産費 I (立木簡)

1 円粁 1 円円
11 8 100 

改善前 (1 u 'VV  ', vvv (ら∞)

改善後|

l市場より 50粁市場より 100
の地方何i粁の地方制li
(立木何) (立木佃i)

14 I 円
1.400 1.000 
(400) (0) 

4 「イ) 100 1,000 1,400 
(400) 
1, 600 
(600) 
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この表で，市場と限界地との立木何の聞き l土 800 円である。交通機関の改善後(イ〉市場と限界地との

E調官 100 粁が変らねば，立木fI而の聞きは 400 円にせばまる また市場何格は，交通機関の改善分だけ低下ー

するものと見た 1

この場合，運搬費の低下は，地方何の均等化を[応隼し，ひいて生産集約度のひらきもちがってくる c さ

らにもし(ロ)市場の需要がふえて，限界地が市場から 150 粁に拡大されたとすると，市場価格は(イ)

の場合より若干騰貴する。この場合注意を要するのは，市場に近い地帯の市場価や立木価が改善前4 りも

低くなる一方，市場より 50 粁地点では変化がなく，さらに遠隔地で1土地方仰がかえって騰貴し，以前の

限界地だったところに立木価を生ずることである r かくて市場近接地帯では，生産の粗放イヒが促進される

が，遠隔地帯ではそれまでよりも集約度がすすむこととなる。

次に経済立地と各産業立地の配分の関係については， THÜNEN がその“Isolierter Staat" におい

て，研究したごすなわち士地産業にもいろいろの生産方式があり，それぞれ生産集約度ひいては地代を異

にしうる点に注目し，きわめて抽象的な手法で，中心の消費都市に対し，位置を異にするにつれ，農畜林

産圏の配置が，情状 (ring 状〕に定められてくることを，解明したc
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『一つの大!'iß市が，長沃な平野の中央にあると考える J 平野には舟慨すべき河流も逮河もなし、。平野自

身は全く同ーの土抜よりなり，いたるところ耕作に適している。者1:市かっ非常に遠く離れたところで，平

野は未耕の耕地に終り，もってこの国は他の↑u.界と全く分離するJ

『仮定 (1)中央自[\市が穀物に刈する!唯一の市場で. (2)全国に舟艇すべき水路の使なく，穀物はすべて荷

馬車により都市に運航されねばならない。』

「そこで問題が生ずる 右のごとき|勾係の下において，農業はいかなる状態を示すか? 農業がもっと

も合問的に経営される時には，何I市からの悩殺の大小は，農業に対していかなる影科をあたえるか，.J] IF都

市の近傍では，価格に比して重量が大きく，またはかさばって都市への運送廷が莫大なために，速右より

とうていこれを輸送しえない生産物が1士山されねばならぬことは，一般的に1切らかである。しかるに都市

から速くなるにともない，土地は漸次にfilli絡に比して，運送費を要すること少なき作物の生産に追いやら

れる。.J] IF この明白のみから， 者1;市の周囲にあるいはこの， あるいは他の作物を主要生産物とするところ

の，かなり見fj阪に区illlJ された同心円がえが力、れる.，.J] (.i!i: il嘉康男氏訳『孤立国』より〕。

かくして THÜNEN は. ~.林木産物は運』搬h

産は疏2菜寝作よりも〆イ小jト、さくし.没作や苛産よりも大きいこと，したがってuU離の?をにもとづいて生ずる差額地

代の大きさにしたがい，白山式農業(琉菜作など).林業(薪炭林一一j司材材) .愉絞式農業(穀('1').穀

草式農業，三悶式決業，者産業のJIR'Hこ，者1;市に近い内問から外l引にむけて配位される，と結論している

すなわち，林建物jは運ぬ費が非治にかさむから， i.l部 lr離から搬スしようとすると，その市場 ~ITIi絡はL 、ち

じるしく高くなり，そのため祝市周辺でこれを生産するなら，大きな差額地代をうることができるので，

自由式農業閣につぐ生産聞をしめるものとする しかして現実の林業がかならずしも，このような立地を

しめていない別凶として「しかし搭種後 100 年にして， はじめて完全な収f0のある航物の殺ιは，突然

に，かっー11寺にあるところから他へ診ることができないコだカ、ら切実において，その土J1.材、ら見ても位置

から見ても，林業に逃iしている地方が，現在全く森林を欠いているのも不思議ではなし、』と述べている J

今日では交通機関の発達のため，還がli南I!からの淫搬費が，昔にくらべて{ぽくなり，したがって可J場供給

の可能な森林区域がいちじるしく拡大され，かっそこでは，林業生産の性質として，資本若干僚に1食い込み

ながら市'!i&}供給を増加しうるため，土地生産としての重量生産では琉菜作についでも，その単位価格が相

対的に(尽くなり，したがって地代も低くなること，およびここでは農業のように生産者の欲求する年経済

に泊Iえした形での企業活動が非協に制約されること，さらに農業生産技術の発注が，殺作を中心とする農

業地域の収益と地代を高めてきたこと， などが林業立地を不利ならしめているとみられる。 いずれにせ

よ，交通機関の発達は，農業生産の地代を，林業生産の地代よりも，より速やかに高める作用をなすとい

えよう。前者ではつねに速やかに集約度地代が作用するからである〉

なお THÜNEN が重量大でかさばった生産物の生産が，市場近傍に位置するとし、う説明が，理論上から

も必ずしもそうでないことを後述しよう。

第4節生産集約度形態の分化

林業生産においても，地利が良好となるにつれ，また林産物佃i絡が趨勢的な騰貴傾向にあると，一般に

収益の大を目ざして集約度は増進し，結果において地代は大となる。その場合生産集約度の培進してゆく

傾向は次のようにいえようっすなわち集約度に直接関係する生産費が増加し，その構成項目が若干変化し
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てゆく η その場合烈機的生産のJ@'ülまであわせて観察すると，費用増加lの方向は，主主機的生産のそれから

有機的生産のそれへと重点が移ってゆくのさらに生産方法の変化についてみると，比較的多額の生産費を

要する樹種材種の生産がえらばれ，また生産期聞が短縮され，土地からの収穫同数が増加しやすくなる。

次にその内容について説明する i 、

第 1. 有機，無機生産費の関係

集約度の増進にともない，林産物j採取の泊程をも包含しての，広義の林業生産の費用関係に変化が起る。

林業生産は当初突然林の生産物の版取，つまり無機J内生産にはじまるヘこの段階では採取浬搬費が生産

費の全部を占める。そのような林地をめぐって無機的生産技術がしだいに発達して余剰を生じ，また林産

物の市場価絡のII滋賀のため立木:1町絡を生じ， かっその収スにより十分に造林事業が可能とな引こいたっ

て， M殺による有機的生産が開始されるつしたがって広義の林業生産費の -;ji\に，造林掬育費が1JIIわるこ

ととなる。

このほj係を一つの森中和也滑について考えると，まずM機的生産の過程における資本の生産力の増犬の結

果として， 森林帯積は速やかに減少してゆき， したがってその資本の生産力は急激に低下するようにな

る。その結果， 筏存林分の立木価格は1品質し， 有機的な生産資本が自らの生産力を発揮できるようにな

り，また有機的な生産資本が治加することによって，ふたたび無機的生産資本の生産力も高まることとな

るのこの関係を単位新司!についてみると，地利のよいところでは，採取労働の増授により，若干組収益を

増加させうる余地はあるとしても，狭義の林業生産費の増加のもたらす収益靖加には，およばなくなる。

またJ采収運搬に|則する無機r'!'0生産費は，おのずから節約されることによって，資木の生産力を高めようと

し，その費I削減少に応じて立木簡絡削除貸し，そのため有機的生産がまず資本の生産力を高める方向にお

いてはじまり ， flYftJ~地代とともに有機的生産賓が増加する方向をとる。

このようにして，広義の{I{;，':l:\j位粧までいれた林業生産費の重点が，狭義の有機的な林業生産費に移行す

る形で，林業生産の集約度がすすむわけである。

第 2. 有機的生産費の内容の変化

生産集約度の増iitにともない，生産費や経営費)fjは増加する。その場合農業生産て、は，より増投されて

ゆく費用日は，見やすい即由から，その何絡曲線が生産物の価格山線へ最大の聞きをなす種類の土地利用

手段であり， したがって労働よりは資本， その中でも主として市場から購入される資本類であるところ

の農Jl.，機1岐，人造肥糾，濃厚filiJ料のち1であるとされる。

J休業生産での集約度増1生の方向は，この点農業と多少異なっているやに，みうけられる。

まず突然資淑の採取とし、う段階では，採取労働の生産力を高めることが主日的となり，その意味で採材

区域，採材対象などが選釈されるつついで森林の所有が擁立した後の粗放生産の段階では，存在する林木

の保存方法の如何がまず問題であり， したがって資本自体の生産力を利用することが， 主目的となりう

る η しかしここでの資本は，生産資本というよりは，商品貯蔵資本ともし、う性質のもので，少なくとも農

只や機被のごとき意味で生産力を発揮しうる生産資本財ではなし、。この段階では，労働生産力発揮の顕著

な採取事業は行われやすいが，造林事業については，労働投下が阪力節約され，特別の適地を選んで行わ

れる程度であろう。この段階での林業生産費の主要な項目は，材寸て菩積価額の資本利子が主で，若干の管

却費と造林労銀が加わるものとみられる。蓄積価額は商品としての売買見積価格によるであろうご

生産集約度(この場合経営集約度であるが)が少しずつ高まるにつれ，この資本利子のほかに労働費用
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がfiWí次増加する。造林函債の拡大につれ，造林高(~~育に|刻する労働費と，資本財設としての古木代がふえて

くるのまた交通改善のための林道も敷設されるようになり，その小規模の問は，単なる労鋲の増加として

示されるが，規模が大きく耐用年数がのびるにつれ，生産資本としての償却費なども，費用の一項目をな

すにいたる。したがって生産資本欄もふえるが，生産費として資木利子のほかに，労働費および一部の資

本財費を生ずる

集約度がさらに高まると，労働費はさらにふえるが，林道および森林保全設備に!刻する泊先何償却費も増

加する。これらは林業生産での重要な資木財であるが，その建設は当初]主として労働に依存する。保共機

被î!lも若干増加する傾向をもっ、 さらにこの段階になると，造林面積が拡大され，当初日百品資本的な意味

で取り扱われていた林木蓄積が，漸次生産資本として取り扱われるようになり，したがって資本利子の性

質もちがってくる。このようにして，一般に労働費用は増加するが，そのー部は固定資本財費として処罰!

される一方，資木利子費用はかえって減少する傾向を示すc

このようにして，農業生産の集約化の方向に示される労働費用より資本費用重点への姿は，林業生産で

は必ずしもはっきりせず，むしろ当初の粗放生産の段階から観察すると，資本費用より労働費用への方向

をとるもののごとくである、しかしその際注意を要するのは，林業生産においても，当初jの自然力のみに

より成立した林木の商業資本的な性絡が，淘I次労働の加わった生産力の高い生産資本的な性格のものに，

かわってくることである。しかし林業生産の性質上，これらの資本J績のうち，資本財として市場から購ス

されるものは比il佼的少なく，生産ないし経営内部での労働に起因するものが主であって，したがってその

資本費用は，池去の労働の投下量に，ある程度比例的な傾向をもっているい それでもさらに集約皮のす

すんだ段階では，告器具機1戒，薬剤および時として肥料などの使用量も，若干培加する傾向にあるといえよ

う。苗木生産などを内包する場合，さらにその傾向はすすむ。

第 3. ~封種とその組合せ

生産貸手句度がすすみ. t世代が高くなると，ますます収益能力が大きし集約化の可能性の高い樹種が選

択されるようになる。林業は生産期聞が長いから，とくに樹種品種の選釈は重要で、ある。このような樹種

としてスギ\マヅ類，欧掛|の Fichte などが挙げられよう、さらにすすむと肥料薬剤lなどの資本財を要す

る特用樹の栽培が行われる。

スギやトウヒの性質として，材が通直で加工しやすく，したがって構築用などの需要も大きくなるのに

対応し，その4相自における容積生産量は，適地においてもっとも大きくなりうる。組殺密度を高めても十

分生育し，また撫育的な林分改造に対しても，かなり適応力がつよい このような性質は，いわゆる集約

化能性が高いといえよう またスギ.は優良品種の固定も容易であるぞしたがって土地の自然条件の変化;こ

応じ，適品種の選択も，多少可能である。そのため生産や経営としては，その種子や苗木を外部から購ス

しやすくなる。

また混潜植栽も集約度を高めうる。生育の早い樹種と，材価は高いがやや生育のおくれる樹種を組み合

わせ，集約度を高め，収穫回数をふやす。

これは同一樹種で品種を組み合わせる場合も同じであるつまた1府地での肥培樹の混植は，目的樹種の生

産のための費用になり，それだけ集約度が増進される。

粗放生産の段階では，まず資本の生産力を高め労働粗放にたえうる樹種がのぞまれる。この段階で適地

適木ということは，資本や労働の生産力を高めるということで，その地方の収益力があり，かつ自然の生
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育力のつよい突然樹種が，選ばれやすL、ごある松度の集約度のと主産段階では，土地条{午が均一だと，集約

化能性の高い選択樹種の斉ーな林相主tllがひろがることがある

1挺するに生産集約度の増進は伺別の材笥白を対象として考えると，集約fヒ能性のつよい樹種，それも資本

集約より労働集約の可能性のつよい樹種へと，選侭が行われ，それらの密航あるいはその他とのj見知1の形

で，集約皮が増進される また一つの森』帯血行まとしては，集約化能性の樹種と粗放化能性の樹種とを組み

合わせながら，全体として生産集約皮を高めることにより，より多くの地代とその他の所得を増加してゆ

く傾向が見られる c しかし土地の自然条件の苛i'íi';な地借では，このような一般的傾向をみだすこともある

第 4. 土地利用回数の増加

生産集約度の増進につれ，一般に生産期間が短縮される その際まず天然林での，無成林J~~成長の期間

が短縮されるに天然下種の促進や百万芽更新により，無成林の期間を減じ，ついで老令泊熟の形での無成長

ないし成長の乏しい期間が短縮される。

さらに人工播種より人工航栽にすすむにつれ，生育した苗木の使N4により，林地での生育期間を有効に

短縮できる。その代り苗木代や造林などの労働費用が増加する。しかし粗放な人工航殺では，往々にして撫

育事業などが不卜分なため，成林ならびにその後の林木成長がおくれ，生産期間は，なお長くなりやすい。

集約な生産段階になると，伐跡地としての無利用放問の期間は非常に短くなり，さらにJtl材目的の一斉

造林地の代走約な生産方法としては，小・中径材をtEi.伐 i拐で生産する方法と，多少伐期令は長いが， ll司伐

@数を増加し，速やかに資本回収をはカ‘ってゆく方法とが挙げられようー I両者は土地に余係がなく労銀の

低い場合に行われやすく，もつばら期日nの短縮とあわせて，大苗使用，密舶などにより，地力の利用と収

穫量の増加につとめるに後者は土地に若干余俗があるか，労銀が高い場合に行われやすいが，密仙して間

伐回数を培L.，かつ主伐で良質中径材による収益の増加をはかるつ

人工有(i殺による訳伐林でも，Jil刊行}年を短縮することにより，収穫間数の増加をはかる p 収穫回数がふえ

るほど，造林撫育の作業の機会も多くなり，ー般に集約度がすすむ J 中林('1さ業林や怒1不快伐材も同主主であ

る守 l また特用附では，比較的短期間のうちに施肥，薬剤投下，在羽交，除草などの資本財や労働の培授が，

有効に行われるようになる、さらに前作や林内間作は， l白按休業の生産矧間を短縮するものではないが，

J!!~成林期間の利用，または林下の蓑複利用により，土地に対する生産集約度はすすむ。

不良な地平Ijでは，生産期間が長くなりやすい それは，一定径級以上の林木でなければ，収益があがら

ないのと，そのため有効な労働の投下が制約され，それだけ林木の生育もおくれるからである 運搬路の

未発遣が注々にしてその傾向を助長する。このようなところでは劃一的な粗放な生産方法と長L、生産期間

とが，関係しあっている。一方地利が良好となるにつれ，用いうる樹援やそれに応ずる生産方法も多様と

なるので，生産期間もいろいろになりうるご現実には良地利ほど，生産者の管理，労働授下および販売等

に関する活動領域が広くなるので，その個人的な事情が生産期間に作用しやすくなるごしかし一般にみと

められるのは，生産方法に関する集約度を高めることによって，林木の成長を促進し，地代の大きくなる

生産期間を，速やかに達成しようとする方向である。

〔注〉 後述するように，林業生産の有利な伐期令は，施業方法によっては必ずしも，生産集約度

が増加したからとて，低下するというものでもないご当初の生産方法における集約度が増進し

ても，収穫量や収益が増加しなければ伐期令は延長しうる，にもかかわらず，良地利ほど伐期

令が低下しやすいのは，やはり労働なり資本なりを増投しやすいからである。これは必ずしも
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林業生産の地代の培}Jf1を結果するものではない、このような場合の伐期IJ~下は，新しい生産方

法により二十地の生産力を速やかに高めようとする場合と，生産経済としての合J'I日的な伐期令の

決定よりも，林木を r;可r店として速やかに手UHJ しようとする意図にでる場合とがあるつ

第 E 章林業立地と地代

第 1 節生産と経営における地代

従来込べてきた林業生産とは. r土地，労働力および資本とくに資本財としての林木帯積から流出する

!日役を結合して，林産物jに体化されたがJIIJ を Hll 、る生産経済」である これに対して，林業経営とは，土

地，剣山th力，資本の lél定される規模が犬となり，いわゆる経営組織休をj:llillli:し，継続作業を行いあるいは

行いうる林業生産の701主であって，独立した経済活動が可能となったものをいう

林業生産の場合の地代の計算方法については，いわゆる限財的輪伐期を用いての，土地純収益f聞の計算

方式があり，その J阿にもとづく年額分が，地代と見なされるのこの場合は，その土地について探用の可能

ないろいろの生産方法を肘い，それぞれに応じた埋財的輪伐期での，土地純収益傾を比較し，その最大値

をもって，その土地の客観的な地価とし，それから地代を求めようとするものである。しヵ、し現実には，

あらゆる可能な生産方法について，それぞれの迎財的輸f定期をうることは問嫌であり，そのため若干の生

産方法について，その日安としての irlîをうるにとどまるであろう L

a方林業経営においては，その側々の生産材・地につき地f'\:を考える I而に，経営全体として，ないしその

まとまった部分の林地に|刻し，地代なり地 fllfjを考えるこ主ができる}その場合林業における生産方法の変

更は. I自定資本としての林木i'N積傾を変化させるところから，林業経営として，土地国債を同定し，その

上の回定資本額の変化の場合を，すなわち限定された意味での規模の炭化の場合を取り倣う必要がある 3

その際， このような固定資本の規模を， 施業方法およびそれに広ずる輸(J(;.jtJlを漸次変化させることによ

り，変化する総費用の経験数字の関係から，いわゆる規模〔生産量)の変化に応、ずる生産問問格，平均費

用の関係を知ることができるつかくしてえられる SCIINEIDER のいわゆる長期計画費用曲線から，長期限

界費m曲線を導出し，それと生産物fl1líl各との FltJ係から，長期の最小平均賀川を保証する生産量の規i実，す

なわち泊五規契をうることができる この泊正規模における収益から費川を陀除した余剰が，いわばその

経常の全休の土地に対し割当てらるべき，そのときの地代総績になるわけ』である J

しかしこのような地代総額は，そのときの副長1ーとの地代傾ではあっても，その土地がそのときの何十各条

件において .JE常な生産においてえらるべき地代. l 、わば均衡地代を意味するものではない この均衡地

代は，土地以外の生産要素の自性!な:修動を前桜として，その経営地の合店!的な生産利用の結果えられる地

代を意味する。いわば理想的な生産条件下のそれであるが，地代の犬を追求しながら，潜在的に競争して

いる土地産業の間で，そのこと地に対し正常に割り当てられる地代，とし、う意味をもっO

もし，このような地代を考えョ算出しようとするなら，現実の経営の構造をはなれて，法正林経営をと

った場合の，最大の余剰をあたえる生産方法と輪伐期とを，探求する必要がある 3 このようにして求めた

地代傾が，農業経営など異種的経営の同様な均衡地代績と対比されることによって，妥当なその経営立地

が判定されよう。

経営としてえられた地代総額の，各経営地に対する配分には，ある4L度怒Iまがつきまとうであろうごも

しこれをきけようとするなら，林業経営を構成する個別の林地に対しても，経EZにおける費用と収益の算
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，'11 と全く同一二らー法をI示ltJして，地代を計算するのが妥当であろう。この方法は，すでに DIIγl' RICH および

その他の森林純収益学説者が主唱したところであるハ著者は，林業生産に関する経済計算において，すべて

森林純収益説的な計算方法をとろうというものではない、土地純収益説の計算方法にも，資本の限界効率

を求める計算方法にも，それぞれの1主義をみとめる n しかし，この地代の計算のjtH'，においては DIETRICII

の方法によるのを妥当と考える 3 それは，林業生産と林業経営の地代計算において，完全に一致した結果

をうることはできないとしても，同一傾向を示す数字結果をうる必要があると考えるからである。しかし

てこのような方法をとった結果は，第 I 表の年エv均労働長や年平均生産費に示される。

(注〉 林業生産経営における規模決定の用論は，さきにtUl著「林業における収箆量の経済的研究」

〔京大演習林報 Ff 第 22 号 昭和 28 年 7 月) 25頁以下に述べている。従来しばしば行われて

いるように，単なる林分を対象として定めた経済的伐刻令たとえば即日オI 'i'J愉{定期が，前:ちに規

模決定での輪伐期となるものではないことを指摘している、

このような計算方法にもとづき算定されたもっとも大きな地代が，その土地での均衡地代となるであろ

なお次章第 2 節には，規模のiJt犬がJやド茶債の増加だけでなく，材荷主国債の拡大をも伴って ffわれる場

合を取り扱う。この;場合，林業経営は他の土地産業従営にくらべ，単位国債あたりの流動資111の投下績が

小さいだけに，その均衡規模が舷犬されやすいことは考えられるが，それでも， (1)管理組織上適当な拡が

りをもった規模が考えられること， (2)国債の広大につれ，海i次不良なキが世が士首加すること，のため，国債

J広大につれ長期計四費用曲線が上向き，したがって均衡規模の存在が考えられるこの場合，土地を納入

するか，経営のよ1::産集約皮を高めるか，のいずれをとるかについては，購入費用と，集約rrt場進に投じた

限界費用のうる収益との関係から定められよう c

以上により，林業生産および経営の険質を理解したとで，林業立地の変化により，それらがどのように

変化するかを，対l象的に述べる

第2節生産均衡における立地

林業生産が，市場からの位世を異にするにつれ，地代の変化する傾向，また多数の生産方法が位置別に

共存しうる条件，さらに市場均衡においてそれらの生産の規模や生産量が規定される関係について，経済

の的践を仮定し，林業生産の性質等についてもきわめて単純に取り抜いながら， ~Q!論ì13f.Jに攻究する。した

がって理論の構成上，前提となる諸条件は多いが，その内容については ， iク;節以降に必要のつど説明を加

え，それらの条件を変更した場合の検討を行う c

経済立地の問題は，第一に距離のそれであれ同時に距離と地代との関係である。今 THÜNEN の仮定

と同じ状態のもとで，市場価格を所与とし，生産の空間当:均衡を取り扱う r

今，一種の生産拘を同ー生産方法で生産する場合， ilæ~離の変化により地代が変化する関係を示しうる公

式として，次式が挙げられるこ

R=E(p-a)-Efk ................................ (1) 

R は単位土地当りの地代で従属変数， k は市場からの距離で独立変数である。 さらに常数または

pararneter として， E は単位土地当り収fll!量， p は生産物単位当り市場価格， a は生産物単位当り生産

費， f は単位民団住あたりの運賃率を示すc この場合k と Rは直線的な函数関係をもち，市場での地代 Ro=
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=E(p-A) 地代0 の限界地までの出i離 ko= 旦三空会 となり，市場から kけまて‘の昨i献の増加につれ，
f 

Tanく ß= -Ef の角度で，地代は直線的に減少してゆく 3 この距離の函数としての地代線は， k の各位置

の林地ごとに，えられる地代の増加分を示すのだから，限界地代線 marginaI rent line といえよう。

この場合えられる地代の総額を最大にする山献が ， 71i場から ko となるの

つぎに 2 種の生産物を，それぞれの生産方法により生産する場合の均衡条件は，ゑ;図で示されるの

R 

é,(P, -A1) ~A 

E1 (P,-A2)= C 

D 比

第 7 図

生産 I の限界地代i線を AB ， 生産Hの限界地代線を

CD とすると，生産 I の限界地代が，いわばその限界

機会費用たる生産j[の限界地代と，一致する地点E に

おいて，生産 E に移行する p さらにú'[i肉ffiが速くなる

と，生産 1 の限界地代は，生産nの限界機会費用とな

る。しかして生産Jfの限界地代が 0 となる Dの距隊で

よt産は終る、

この場合 2 積の生産方法が併存しうる条件として

は，次の 2 つが必要にして十分である。

E1(pl-a1)>E, (p , -a,)>0 1 
f...... (2) 

!kIR'=Oく IkIR2=O J 

生産 I の限界地代が，市場から離れるにつれ，)iliやカ寸こ減少するのは，生産 I の El が生産]]のむよ

りも大きししたがって単位同I隣あたりの貸率はかわらないとしても， Ed>E， f となるからである， も

しこの作Hlがあまり大きくなく， Elf1=E， f，もしくは E ，Ít >E，f，でも大した差がなければ，生産Hの立

地があらわれない場合も起りうるぺ

なおこの前l単な図F況から， TIIÜNEN や BRINKMANN の立命の不Ni1なところを，若干t\'Hr:\jで、きる。

TUÜNEN は， lßE述のごとく，生産物の何{ìl'l に比して， :ì\jHfih~~がより大きな割合をしめる生産は，市場

近郊に位~1すると解し，林業を第 2 闘に位置せしめた。しかし上図からみれば，生産物の側備に対し，運

搬費の割合の大きい生産の方が， 市場に近づくとし、う結論には， 必ずしもならない。つまり市場におい

て，生産 I の純益 E 1 (P1-A 1 ) に対する迩扱費の'，'司令が，生産Ilよりも大きいとは，必ずしもいえないか

らである ω さらに運搬費はil'lip維に応じてその絶対仰が変化してゆく b ‘ら，正[i定住によって市場純益に対する

その川合が変化するものであり，したがって THÜNEN のいうがごとく生産物の価値に対して，一定の割

合を占めるものでもないっ

また BRINKMANN は，単位面積あたり最大の収穫をあげる生産物が， 市場近郊に位置すると，述べて

いる ο しかし前図から， 運搬単位あたり換算の収穫量は劣っていても，市場価絡が高く地代が大きけれ

ば，市場により近く位置しうるし，もし賃挙がノj、さければ，その空産地域を拡大しうるわけである。もっ

ともその結果需要を供給が超過することになれば，何格が下り，生産地減の縮少を結果しよう c いずれに

せよ，林業圏が市場近くに位置する左 L 、う論拠は， THÜNEN や BRINKMANN の時代のドイツの林業では，

実際からもある程度判断されたのかもしれないが，森林区域が広くかっ賃率も，距離に比例して増加しな

いわが国の実状からは，妥当性を認めがたいコ

ついで多数の生産物と，それぞれに広ずる生産が行われる場合，各種の生産方法を I1 ， I"..... .In と
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し，それぞれの限界地代函数を R! ， R2 ,... .R" とし，この!I民序で函数値が小さくなるものとする この

場合生産 I は，それが他の生産より地代が大となるかぎり，市場に接近し，一方市場をはなれるにつれ

減少的にえられる限界地代が，その限界機会費用に一致する点で，その機会費用を現実の地代とする生産

に移行する札したがって，この場合の一つの生産の空間的均衡は， R ,.=Rr-l' R ，.=R ，'+l なる場合に成立

する。

以I::lt. ただ 1 種の生産:についての均衡j凶程を挙げたものであるが，この場合はさらに，この生産が他

の生産と競争しながら，存立しうる条件をも付加する必要がある。それは第 1 に. R，ニ R ，. -t での k の値

が， R，とそれより〆j、さい傾斜をもっ他の生産の限界地代線との交点での k の値よりも，小さいというこ

とである。

これは1，が，他の後続する生産との競争力、ら，排除されない条件であるコ 第 2 に ， Rr=R"+l におけ

る k の何が ， Rr とそれよりも大きな傾斜をもっ生産の地代線との交点での k の何よりも，大でなくて

はならぬことである これは1，が，他の先行する生産との競争から，排除されない条件であるc

今までは，市場関係を無視して論をすすめてきたc すなわち， fl而格 p を constant とみた。ついで各

生産物の需要ならびに価持組織が，相互依存関係にある市場均衡において，立地配置を考えてみる c

空ず一生産物についての市場均衡を考える。

さきに述べたー生産物の場合，生産区域の半径 k=Pf であるから，位置以外の土地条件が均一だ

とすると，その総生産面積は π(_E_子)'となり，所与の怖で市防供給される収穫量は E7r(_P~ <l__)' 

となる η

ところで， 生産は市場価絡を parameter とするが，生産物の需要の変化につれ，その何絡は変化す

る c したがって市場f阿梅を変数とすると， それが勝賞すれば，‘最大の純収益を挙げるための生産面積

π(p子)ーは大され，正の傾斜をもっ供給出船需要曲線との関係から，生産量ならびにその面積が

定まることとなる p

(tU 上 7己の関係式から，価格変化に応:ずる供給曲線の性質ならびに距離の変化を求めることが

できょう。たとえば市場側絡が 1 割上った

場合，生産区域の仇i離は k=111-hこ拡

大され. (生産要素などの fillî絡は一定とし

!l .lD ョ \2
て〉市場への供給量は E7r( ト) に

増加する。

ついで生産物が多数の場合にうつるつこの多数

の生産物とは，農芸林などにわたるものと考えて

もよいし，林産物について，各種の用材や薪炭材

の生産のそれぞれと考えてもよいっ

空間的均衡にとりいれられている一生産1，の

限界地代線を，第 8 図で AB とする。 この場合

R 

C 

。 F I� 

第 8 図
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生産1，.は巴xplicit に定められているが，その生産問績は単 -g:j廷の場合の円)/，'1で、はなくて，円伎とな

るから， A=π(kro'- kr，')で示される

前と同様にしてその生産量は， En(kro'-kr，')である 市場周絡 p，が騰貴すると， R=E(p-a) は

大となるから，その限界地代線は AB から A'B' に平行移動する。それは限界地代線の傾斜 Ef が不

変だからである。したがって kr，.と kr，との巾は大となり，生産量は大きく，その供給曲線ののびと需

要曲線の交点において一応のfJ而絡が定まる。しかしこの場合は，単一子J:産の場合とことなる 11m格均伽の過

程がとられるハ

ー般的に1，の価格が大となると，その生産国債が拡大するので， L'-l および 1 1" +1 の生産面積が減少

し，供給量も減ずる。 p，が変化するj'fÎ)Ïこ1;'-1 と I円 1 の供給が，それぞれの jllrt格において均衡していた

とすると，その均衡関係がくずれるわけであるのそれらの需要は， I日目H格での供給に関するものだから，

新しくそれぞれの何怖は騰貴し，したがって図の CD および EF 線も，上方へ移動する、かくして限界

生産地点 F は外方に勘きながら， I ，・ 1 ， 1" + 1 の生産物の供給量は，その新しい均衡に達し，そのかわり

1，.の生産量はふたたひ、ある松度制限されることになる。

このような市l単な説明からも，一種の林産物jの~IWI'i''1i立置が，その産物だけの均衡何絡によって規定さ

れるものではなく，他の一切の土地生産物の均衡仰i俗によって，作用を受けることが知られよう。もとよ

り現実の林業生産の立地の移動は，その生産の性質上，かなりの磁1]':[悦を示すであろう。それでも長期的

にみて，市場Inli怖の趨勢的な変動に応じ，このような均衡への方向を辿りながら動いているものと考えら

れるっそれはともかく，ここでの行論は，静態経済を前挺として進める

この場合，これら各種の生産の位置は，同時に規定されるべきもので，その解のためには， system of 

equations の方法が111l 、られる 3 何十各の慢*fí な関係を数式で解明するには，考うべき問題が多いー しか

しここではいままで述べてきたところの， きわめて単純化した条{午のもとで， 簡単な一連の方程式の形

で，弔問j-fllfJ格均針の~関的な性質が説明さるれば足れりとする

この場合 2 つの均衡条刊二がある。 (1)経済社会の一切の個人および生産は，その阪大の位置を均衡価格

に置いているのつまり何格を，完全競争の下での作用しえない parameter と考えている (2)均衡伽絡

は，各間!日の需嬰が必ず供給に一致せねばならぬという条件により，規定されている。この 2 つの条件に

ついて， LANGE は(1)を均衡の主観的条件， (2) を客観的条件というハ

均衡の主観的条件は，個別消費者がその効用を最大にしようとする行動により，部分的に生ずるごすな

わち消費者は，所得の各単位からえられる限界効用が，一切の間品に|刻し等しくなるように，これを消費

することにより，その所得からえられる総効用を最大ならしめようとする もっともこの説は，消費者が

効用の順序を定めうる可能性と， 消費者の選択の独立性とを仮定しているつ しかしこの行動の過程を通

じ，所得主価格が所与なら，消費財の需要が定められるつ

D 1 =F ,(y , Y2 ・ •• .Y." p , p,... .p,,) 1 
f.. .. . ... .... .... .. .. .... (4) 

D ,, =F ,, (Y , y ,.. ..Y. , p , P2....P,,) J 

この n 個の方程式で Y， ....Yδ は，この経済組織での s 人のそれぞれの所得であり， D臥， ....D

n 個の尚商ir品吊のそれぞれの需要合計， p ,... .p" は商品のそれぞれの価格を示すごすなわち各財への需要量

は，消費者の所得と各商品の価格の函数である。この函数方程式の仕組には，家計の完全な均衡過程が含

まれている。なおこれら一連の方程式につき，次の前提をおくこ主カ:許されよう。
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(1) 士地主主1mの空11目的均衡を取り依っているのだ11. ら，この中で法諮林産物だけを考えればよい つま

り完全に農民だけの経済を考えればよい。この仮定の結果には矛盾を生ずるが，一方均衡泊税のf'ITj明な理

解を可能にする

(2) Y1 Y，・・・・・をゆf知の7if数と仮定する ここで所得と生産要素の所有や需要とのlltll系は無視して

いる。

均仰の第 2 の主観的条約三として，各生産が収入を最大にしようとする努力が挙げられるつ

この点で一般均衡理論は，土地経済についての一般均衡論とことなる。 普通の国論では， 生産の問題

は経済単位としての経営として取り扱いうる、均衡は，経営者の利潤阪大原辺から導かれ，かっ生産の規

模および生産要素の適正な結合度の決定を含んだ形で規定される二

しかし，本川jでは，個別の林業生産を似大単位として取り抜う それはまず空間!と価格の均衡の根本的

な特徴を抽出するのに直接役立つからである。この場合，次のような単純化の仮定が付加されている「

(3) 土地以外の生産要素の完全な可!fj]J'1笠と可分l院を想定するつ つまり規模に対する収穫量の|刈係は

constant である c

(4) 収穫量がどこでも同じになるように，資源が町分されているハ

(5) 要素の供給は，一定価格で行われる。

この 3 つの付加条件によって，単位当り生産費は， 市場からのがli向性の如何を問わず， 一定と考えられ

る。そのため経営均衡を考える必要はなく，もつばら生産の阪大過税を取り扱うーととなる n

この場合生産単位は，最大地代の獲得を目標とする p このように前提することによって，空間や山離を

explicit に考えうるようになるじ

この生産の問題は，生産向を限界収入線に合致させる問題ではなくて，生産の空11印刷立流を限界地代線に

合わせる問題なのである この場合の地代は，生産物の菌数というよりは市場~'I 日維のl五j数と考えられる c

既述のように各生産は，その限F草地代が限界機会費用に合致するまで，その区域を拡大しようとする。

その結果，その生産の空間的境界が kr1 と k，.o の 1mに定まる、この境界は，問題の生産の限界地代函数

とその両側からこの生産に関連する 2 つの生産の限県地代函数により規定される。この 2 つの生産の函数

は， 機会費用と L てその生産を拘束する さらに需要の影仰と変数としての市場阿格を考慮にスれるな

ら， k l' l や k川は一切の生産の限界地代函数により規定される。 均衡過程のこの部分は，次の方程式で

示される J

k lO =中 I(E I， al , f l, Pl: E:h a2 , fh P2: ... .En, a1U f7ι ， Pn 1 
r ............ ( 5) 

kllo = 九(E 1t a I, f l, Pl: ................. .E7U a7U f7H pn J 

この一連の方程式は，全生産に関する限界地代函数の函数として， 各生産の外部境界 kro を示すもの

である。しかして各生産の外部境界が判れば，同時に内部克界をも知りえたことになる。

この式で E， a , f は constant であるが，それは，

(6) 賃率は常にどこでも常数である。とし、う仮定にもとづいており，またこの (5) の方程式が意義をも

つには， (7) 各生産が単一市場のまわりに配列されると考えねばならないc

なおすでに，一生産物の境界が定められると，その供給量も定められることを述べた。この関係を方程

式に示すと次のとおりであるc
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市場からの各方向で全く向ーなようこの関係が単純に実切されるには， (8) 各生産の限界地代間数が，

に，道路網が発達していることを想定する必要がある。

つぎに，客観的条件である市場均衡条件として，一同品の需要が供給に等しい必要がある。

D , =Sl , D , =S,... .D ，， =S勾 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ • (7) 

以上に挙げた方程式の 4 つの五日を通じ ， 4n 個の未知数がある。すなわちf而格 P，・・・・ Pn ， 需要 Dl....Du ，

あるから，これを解くことにより，各商境界 k，.]....k川

品の価格，生産消費される商品量，生産の空間的位置を求めうる。

経済立地への経営均衡の作用第3節

HíJ節の基礎的均衡過税の分析では，経営としての均衡泊程が，すなわち集約度の作用が限界地代函数の

性質に作用する点を，特に省いた。

その結果として，限界地代函数は直線になり， ~摘E と地代の WJ係の選釈は非常に容易であった~その場

合，単位生産物当りの平均費用 a と単位面積当り平均収穫量Eを常数と見たが，これは経営均衡の性質を

定める生産函数がì1!あ寝かっ homogeneous だと想定しているわけで、ある。この場合は， ~tggも規模の呉

なる経営も同ー結果となり，生産量がちがっても，つねに平均費用は等しし、。

しかし，生産も経営も同じ生産菌数であるのは，独占企業の場合以外は起りえない。また自由競争を前

援とする以上，同次性の想定には矛盾があり，かつ一次の向次性は非現実的である。

したがって経営の生産均衡における収穫量および平均費用を取り扱う必要があるが，この均衡はー義的

に，安素価格の比率による限界代替率の等式土
地
投
入
量
ω

からえられるわけである。しかしこの場合，

土地の価格は，経営外部の市場では定められ

ないω これは，均衡・の結果としての土地単位

あたりの支払地代に等しい。したがって経営

:f&J衡の進行する過程において，所与の生産物

5, 
/ 

/ 
/ 

/ 
D/ 

50 

の IJlIi織に中n応:じた生産要素投入の割合主，生

産の規模および地価が同時に規定される点を
/52 

/ 
/ 

/ 
/ 

40 

解明する必要がある υ それは同時にt世代の発

生の過程と性質を理解することとなる。
30 

この点についての分析の方法に関しては，

まず RICARDO が差掛地代第 1 形態の説明に

当り，他の生産安楽が，優良地と限界地と同

20 

じ割合で用いられた場合，優良地に生ずるよ

ヲ犬きな return を強調することから，出発

6ω 生産委衆投入量する点が示唆的である。もし諸要素が同ー言語

合で用いられていれば，要素f回路の比率は同

500 

図9 
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ーであるわけであるつその際限界地の地価は零だから，各等:fr&のごf‘均!の生産:均衡は，地価零の規定の上に

組み立てられている，とみられるさ

この第 9 図で 1.. 1"....1" は等生産物曲線 iso-product curve を示すものとする。今 1" の生産物

が， 60 の土地面僚と 200 の生産J爵伝の投入によって得られるものとするコこのとき 200 の投入量はもっ

とも粗放な生産を行う場合の生産函数にもとづく怖絡と限界投入量との交点を示す産出量，ひいては面積

から，定められたものとする。 この場合， 地価は O だから 1" の iso・product curve は， AB に{;1Jす

ることとなる。その交点を S とすると， 08 は， AB と同一訓合の費用内容をもち，かつ費用傾の異な

る一連の等費用線の切点の軌跡よりなるものであって，地価を 0 と考えた場合の規模を示す線となる。

0 から scale line 08 に沿って外方へ移動するにつれ， 総産出量ひいては総投ス量も増加する 3 土

地以外の授入物の単位価格は一定だから，総費用も直線的に増加するわけであるつ産出量の増加につれて

の単位当り平均費用曲線は， 普通の plant curve ではなく， CHAMBER Ll N のいう一切の要素の変化す

る envelope curve をなし， いわば一人の経営者が正常に管理縦営しうる能力(entrepreneur's 

function) にしたがって定められるっその山線の性質は， ~刻実の拡大につれ， 当事1J減少し，ついで比例

し，やがて逓増する この場合，均衡産品物は R で，そのときの紙、投ス量が 200 になるわけであるり

この産出物 1，が， RICARDO のし、う優良地のそれである場合， 限F京地で地価が O のとき，この優良地

に余剰を生ずる二しかし，この余剰は求めようとする地代ではないが，それを 60 の面積で除した商は，

RICARDO の最初jに述べた差似地代である し力、し，この場合 RICARDO も述べているように，劣等地の

生産が拡大される前に，日正生産地に資本がさらに生産的に追投されうる c すなわち単位面積への資本増投

により，土地へのより高い支払が容認されることとなる。

すなわち，上の余剰を 60 で除した向は，単位土地用11):に刻する何十各であるから，安素'fllIí絡の中にこれ

を音トスすることとなり，したがって，その新しい割合は，上図の AB 線ではなくて，たとえば A， B，の

ような傾斜をもった等費用線となる。これは同額の生産量をあげるのに，土地をより少なく，かっ他の要

素量をより多く用いる新しい切点を定めることとなるコこの新しい切点の縦座標は，土地m役だけ』の費用

増加を示すが，杭E開票での土地面積は減少するため，さらに大きな地代額を示すこととなる そのため，

さらに新しい等費用線 A，B，で示される新しい傾斜線がつくられる c このようにして， 一連の連続的な

代替銅撃作)IJにより，切点は結局 C から D へ移行するつ この点に速すると，土地に対し他の投入要素

の制合が増加しても，単位面積当りの地代は増加しなくなる 'ò

しかしこれだけの調節過程で‘は，均衡の位置が定まらない。さらにー速の代替調節作用は， scale line 

を 08 から 08，に移動させるごその結果，平均費用 iならびに限界費用曲線の性質も変化し， 生産変素

f回i絡の新しい比率よりなる曲線であるから，総費用もちがってくるつすなわち平均ならびに限界費用の水

準を上げることになるつそれは， (1) 単位生産物あたりの士地以外の生産要素の投ス量がふえる， (2) 土地

面積が減るからこの士地は今や費用に加えねばならない価格をもつこととなる，からであるコ

上図で均衡産出量は 1\ から 1，に動き，したがって規模が 08，にそい調整され， D から E に移る c

かくして産出量は減少するが， E における単位面積あたりの地代は， D におけるよりも犬となる二それ

は，産出量のi減少が，土地およびその他の投入物の;或少にくらべて'1、さいからであるョその結果単位面積

当りの収穫量は増加し，他の生産要素の平均費用はそれほど増加せず，そのためより高い地代となること

を古味ずる。
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かくして等生産物線 1，に文fし，新しい傾斜をもっ等~U!i山線により， 一連の代替調節('1'用が行われ，

F 点、に~J述するのしかしこの点は，新しい規模線 OS，上にあり，これは平均および限界費用の新しい水

準と，新しい均衡産/1:\景をもっているカ通ら， OS，にそって新しい規模調節が行われ， このようにして引

き続きー迎の代替侃川!と規模制問jの作fIJがくりかえされ，均衡点 R に達する。 ここでは，産品物の減少

と投入物の減少とは比例し，したがって土地面積当りの地代は一定となる

第 9 図でこの均衡点は， 1，)/の上の点 R で示されるつこの点は経営として地代を費用に含めた平均費用

山総の最{Jl ，r!:üJ> ，地方価絡に一致した場合の生産量と，それに応ずる費用)J!j莫を示す、これが最後の均衡

点である、この点における費用の中に包含された地f\;が，最格均衡における地代である o

第 1 汀[ìの生産地代目回数では， :lfJ勾費用 a および収陛宣 E を1f~~数と考えたハ し力‘し本í{(jでは，それらの

炭化する場合を取り扱うこととなる。 C-R の均衡泊mを示す経営よりも市場に近い経営では，地方(阿絡

が高くなるから， C での限界費用よりもより大きな産!引景を示す市場価階級と交わることになるから，前

の図で OS 線上の C よりも犬きい，等産出物I山線から，均衡訓l'mがはじまることになる c この場合より

高い地方何l各では，より犬きな余剰をもってはじまり，したがって土地投スの何li絡もより大きくなり，そ

のため代替調加の泊料も大となり ， Sn よりもより低い規模線に均衡点が位i位することになるコ それは，

市場価絡が高いために，土地の代替作川が大きくなるからである。 したがってこの均衡点 R l ' は，他の

投入物の平均費用が R よリも高く，また単位国債当りの収穫量が R よりも大きいような点に， たとえ

ば図上の R' のごとき点に位位するであろヲ ι

かくして，以降量E も他の投入物の登用 a も， ~~凶雛とともに変化することが， l 、 L 、うる} しかして市

場からの山崎iの変化にともなう地方価絡の変化につれ， 図の規模線 Sn と Sイとの問で，より低し、地方

何絡よりもより高い地方価絡において， f守長年記，'~節の作!日が大きくなるところから，第 límで直線をなすと

仮定した限界地代函数が，曲線でありヵ、っ concave な形をなすことが推論される ただしこれは，賃率

f が常数であるとの想定による場合であって，さらに現実には市場近郊において，遠山璃住よりも賃率が高

いことを考慮にし、れると，この推論がさらに確実視される したがって，第 1 節の線型地代函数 R=E(p

-a)-Efk は， E , a , f を常数と見た場合であるが， ここにこれらの要因を変数とした結果，非線型地

代函数がえられる。

nonlinear rent function と考えたとき，第 1 :1i'(iに:lliべたような異なれる生産を，その傾斜のj肢に設

ベる場合と，若干事問がちがってくる i もし同一結果を得ょうとすれば，その生産地代函数が， sarne 

degree of curvature をもっ必要があり， その場合は，各生産は市場での initial slope にしたがっ

て放べられ，前線の場合と同様に説明できる

しかし農林畜など異種の産業の生産函数とそれぞれの生産物の運賃率がちがえば，それぞれの生産地代

函数の形がちがってくるし， その curvature の degree がちがえば， initial slope のより高い生産

が，市場よりもさらに遠いところで生産される可能性も生ずるわけである F

さきに方程式 (3) で，地代函数が直線の場合の空間的均衡の条件を述べたっすなわちその生産の内部の

境界は，その限県地代函数が，それにつぐ最大傾斜をもっ生産の限界地代函数と交叉するときに，確定さ

れること，この第 2 の地代函数は，機会費用としてこれを制約する作用をなすこと，同様にして外音f，境界

はその限F型地代函数が，これに次ぐ最小の傾斜をもっ生産と交叉するとき，確定されることである。しか

し curvilinear の場合も，空間均衡は同様に，その限界地代函数が他の生産の限界地代函数との関係か
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ら，その空1mが定められる条件ーは根本的には変りがないゥ

しかしこの curvi1 inear の場合，同一牛ー産物が 1 つ以上の常にあらわれる可能性を生ずるへそれは，

2 つの生産地代函数の concavity lこいちじるしい廷のある場合に起りうるが，多数生産の場合には，一

生産の再現は他の代替的地代函数をもっ生産により排除される場合が多いと思われるヘ

第4節結合壁用の地代への作用

いままでは，各経営がただ 1 つの生産物を生産するものと想定した。しかし現実の経営では，その生産

活動はかなり分化しているつ経営において多種の生産比~t~を主りいれるには，土地の自然条イ午の相違にWI

する技術上の|具j係のほかに，いわゆる結合費用の内向jìml日jがある。これらの内川連I Y-，jが縦営の生産均衡に

作用する。

林業経営の場合，注[ニl してよいのは，今年の投入費用は今年の産出とはそれぞれの生産泊松として，直

接なんの関係もないが，経営としては相互に密接な関係をもつことである O 同橡な;芯味で，各林地に投入

される費用は，それぞれ関連をもっている。しかして産出物が多くなり，生産過税が多様となるにつれ，

単位産出物あたりの生産費を節約するこ主により，地代を増加lしうることとなるのであるC いままでの主

要生産物について，有効に用いえられなかった労働や設備を，新しく用L 、うる生産が，経営のなかにとり

いれられるなら，費用の joint saving が可能になりうる このような方法は， 農業生産の場合に，と

くに広くみとめられている。林業経営でも，自然立地にil8i当した各種生産の組合せをはカ、るì0ll'iiで，資本

および労働の能二千五1'1りな投下をはかり，組織体としての縦営の合間的な仕組をつくる途があるわけであるっ

とくにその場合，有機的生産の過程だけではなくて，深]俣以後の無機的生産の泊i'iをも，車問町内にとりい

れることにより，収益の増加をはかりうる場合がある。生産物搬出施設の有機的生産油程への利的による

joint use of factors，同じく weight 10ss の減少などは顕著である。したがって，このような場合に

生ずる結合資J丹の性質が，経営に及ぼす作用をも知っておく必要があろう。

普通に“true joint cost" とは，同一生産j品程で， 2 種の生産物が閤定した割合で生産ーされる場合の

ものをいう〉用材生産に当つての末木枝条の薪材への利JIL 樹皮の生産などは，価格が所与の場合，一定

とみてよい J この場合は，前回Jに述べた誕営均衡のj位和と変るところがなく，産出物がこの惣合産物の単

位で測られればよい J この場合のもっとも有利な生産立は，その複合単位の限界費用が，複合産物の佃絡

に等しい点で定められ，その1rlIî絡と生産量に応;じて， TlíjJ1IJに述べたようにして，地代制、も定められ，その

経洛的に妥当な立J'ili ;lìfを占めることになる c 前首IiにJdミべたと異なる J誌は，その地幣が 2 つ以上の生産物を

生産することである。

この種の複合価格は，各生産物別の単位価格よりも高くなるから，この種の結合生産の場合の限?草地代

線は，それぞれの生産物に文すするものよりも，高くなるひしたがって結合生産物や副産物の存在は，この

場合の悲礎となる生産物の生産に有利な国債を，拡大する傾向をもっ。もっとも混交林の場合は， 2 種の

生産物応対する費用の内部連関が必ずしも一定しない このような賞用を common cost とし、う。しか

し普通は所与の立地条件におし、てもっとも地代を高めうる生産万法の選訳により，その比率も定められる

こととなる。

結合費用のあらわれ方のも 1 つの引は，単一商品を生産する泊i:'t\IJ: ， 2 種以上よりなる場合である。国

有林経営におけるがごとく，立木の伐採と丸太での搬出貯材まで行い，さらに時として製材品として販売
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するような場合である。これは生産の技術的必要性によるものではなく，経済上の利益をえようとするも

ので，結合費用とは異なり，結合生産地程ともいえよう c ここでは，林業の有機的生産過程だけについて

の平均斐川の決定が必ずしもはっきりしなし、 o )Jfl うるに生産物jの種籾が 2 種以上になった場合，その 1 産

物への平均費用の計算を行うことはできるが，そのようにして得られる平均費用曲線は普通の意味のもの

ではなく，したがってそのような 1 産物jに帰属する地代を計算する途がないわけである。この場合も，両

生産物を結合的に扱うのがよい

生
産
物
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¥
 

¥
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ただし問題は，その両生産物の結合生産の比率

である ここではそれを図解によって淘解しよ

う民この場合，生産物 A の限界費用が，その何

倍以下なら， A の生産量はもっとも有利なそれよ

り小さく，したがってその景はふえる 3 またB に

ついても同様である。よって，もし両生産物の限

界費)IJ が，その何格に比例するときは， 2 つの生

産物のもっとも有利な生産の割合が定められる。

この均衡過程を説明するのが，第 10 図である c

G D 

第 10 図

生産物 B CD は等費用曲線であって，生産物 AB の代

替関係を示し，したがってCD上の傾斜は， A と

B との限界資fIJの比率を示すわけである! もし経営が，所定の費用を AB の生産に!日 L、る場合 A の OC

量または B の OD 量，または CD 上の 2 生産物の各種の組合せの量を生産するわけであるσFG は，

等収入線で、あって，その傾斜は， AB の価絡比で定められるη したがって最犬の総収入は， CD で示され

る総費用が， FG に切する点 E で定められる。この E 点で限界費用の比は，生産物価格の比に等しし

かっ， A と B のもっとも有利な生産の割合と収度額とを示すわけであるc

この均衡点は，総費用額がちがえIf異なるわけで，その軌跡が 08 であり，規模線となる。

その規模の拡大につれ， A と B のlヒが一定なら， 08 は直線だし，変化すれば曲線となろうで

かくして，それぞれの土地について， AB のそれぞれの weight をかけた産出物について， いままで

述べてきたと同様に，地代決定の方法をとることができょう p この weight は 08 の拡大につれ，一定

のことも変化することもあるが，各産品量ごとに定まるわけである i この場合，さきの地代が均衡する過

程における等生産物曲線が，多数の結合生産向よりなることとなる』 経営者は， その地代を最大にすべ

く，生産要素の組合せの比，生産物の割合，経営規模なとを考えるわけであるつ

このような結合生産の意義を考えることにより，限界地代山線上の個々の生産帯は，単一の生産物では

なくて，数種の生産が複合的に行われるものであってよいことになる，その結果，同一生産物が数種の生

産帯にわたってあらわれることが起りうる したがって，このような泊分の分析は，生産の全体系に基い

て行われる必要があろう。その場合，市場からのE国告がちがえば，産出物の価格の比が変化しうるミたと

えば，経営が主伐と間伐を行う場合，その割合は，市場に近くて間伐材の価格が高くなるほど，間伐量の

増加を見る生産の組合せとなるであろうし， 市場からの距離が遠く， 間伐材の価格が速やかに下ると，

主伐に主として依存する構造にかわるであろう。 このような結果からも， 前図の等費用線上での均衡点

は， E から E' に動くという形を示しうるご
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第5節運搬費の変化の作用

第 2 節から第 4 ír(iまで，簡単な想定のもとに一つの市場を中心として，生産立地が町列される程由，均

衡地代決定の過程からすすんで各生産地帯におし、て，各種の生産物が結合的に生産される根拠を，究明し

てきた。

しかし，現実の生産立地の配置と，その市場均衡の過程は，このように簡単なものではない。賃率は距

離に比例するものとしたが，交通機関の発達は，このような仮定を非現実的なものにしてきた また生産

の土地の自然的条件も，非常に区々であるし，また生産立地の志向する市場も，必ずしも唯一のものでは

ない。加うるに，以上は市場均衡も生産均衡もそれぞれi'11態的に観察してきたが，さらにその動態的な変

化についても，一応の解明を必要ーとしよう c その際とくに，いままで均衡地代の説明において，土地以外

の生産要素の自由な移動の可能悦を前提としたが，現実にはとくに林木部積は回定的であり，そのためこ

のような均衡地代と非?古に異なった地代が支配的で応り，それが生産均衡や市場均flf!j"に及ぼす作用をも，

明らかにする必要があろう。

しかし本研究では，このような問題点にまで立ちスることを止めるこそれでも上来述べてきたところか

ら，位置別に均衡地代を明らカ寸こしてゆくなら，それと農業生産や斉産業生産などとの合眼的な立地WJ係

をさらに~)訴すすめることができょうし，地域林業生産の合限的な叩列についても，さらfこ考えることが

できるようになるであろう

この節では，以上の問題点に直接ふれるものではないが，いままで述べてきたところから，地域的に地

代がどのように配列されるか， さらにそれに対し運搬費に変化が起ったとき， どのような作用を及ぼす

か，をしめくくりの意味で述べることとする c この運搬費の変化を需凄量の変化やfiln格の変化におきかえ

て，同様に論iをすすめることもできるが，ここではそこまで立ちスらない

ここでは林業だけの，一行r~市を中心とした地践を考える 市場供給を中心として，各樹種，生産方法，

生産期間の綜合的かつ合理的な組合せのもとに林産物の需給および価格の均衡がとれているものとする。

ただし土地の自然的条件は一定とする。このときの地利別地代は，中心がもっとも高く，周辺に向って当

初jは急激に，その後漸減するところの，やや中くぼみの円錐形を呈するc

都rr了を 0 ， 円錐形の頂点を C ， 底円の直径を

AB とし， C 点から底円に垂直に切断すると，そ

の切断面に，三角形に近い CAB で示される。も

しこの地代を位置地代だけと考えるなら， CAB 

は三角形となるが，集約度地代をとりスれると，

図のように両辺が凹んだ形となる。

さきの第 3 表に例示したように，いま，交通機

関の改善により，輸送費が半減したとすると，都

会と地代 O の限界林地との岨離が， 2 倍に延長さ

れる。したがって利用可能の森林は，直径 ab の

円に拡大され，新円の面積は旧円のほぼ 4 倍とな

り，したがって旧生産問に 3倍する新生産閏が加
第 10 図
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わり，地代総制も従前にが~ 3 i音にふえるわけである J

ただし実際には，供給地加について需要が変化し，新しい市場町lij各で均衡するとき，側絡はふつう低下

するが，その制は必ずしも愉送費の低下傾と一致しない その結果は第 48受〔ロ〉に示した形で，都市0

では何格低ドの作用のため地代は 0 ・C に低下し，生産は粗放イヒしやすし また~llln各低下と運賃低下の

作用が相殺される dd' 点、では，地代も生産集約皮も等しく， さらに外聞になると運賃低下の作mが大き

く，地代も生産集約皮も大となりうる。しかして変化前にくらべ，地代も生産集約皮も，全般的にならさ

れる傾向を示すn

ただしこのような問解は，輸送設の低減が地代なり生産集約皮なりに及ぼす作用を，静態的にみた場合

であって，比qt史的短い期1mにつぎつぎに起こる市場供給と林業生産の炎化傾向を，ある長期間にわたりあ

とづけてみると，次のような場合が考えられよう Q

まず愉送授の減少により新しく利Jm測にはし、った地幣の中，内聞に近い部分から，無機的生産が増加す

るが，その生産費は'1倫送費低減分だけ{!I くてもよいのだから，もしその供給量が大きい場合には，市場価

絡が急激に低下し， [ド|利m閣のうち， A や B ，こ近い部分をのぞき，供給を手搾え，そのためかえって，

生産の資本集約皮はj曽;.lliし地代は低下しよう。しかし無機i'1!~生産が A から a ， B から b にむかつてす

すむにつれ，生産費が増加lし，したがって市場開絡が漸次I@資するにつれ，内Il\'lにむけて生産集約皮が|日

に復し地代の塙})fIつするì'\i\分も拡大される

市場'11日絡があるれ度安定するに1えんで，第 2 図の acb のごとき，新しい地利別地f\の配分状態が， 1何

らかとなる l 地代がし、ちじるしく増加した A や B 点の内外では，有機的生産が活溌となり， .1古林事業

が促進されるのまた成材地では，間イえが促進され，そのwJf*生産期間も短縮されやすし、が，造林撫育事業

の漸次1'1句集約化により，生産集約度は増進される この際内|劃 dd l に近い部分は， 地代もあまり変らな

いが，労働感動の'IT必となった影辞をうける場合は，生産均l間の jJÏ;縮により，見掛け上の収益増加をはiJ.

1) 地代は下がることもある。さらに dd' より内|引では，将来の何絡騰貴をまって供給を手押えるか， ま

たは期間短縮と新しい生産方法の組合せで集約度を低下させることにより， {J氏くなった地代に対応しよう

とする。

事rr利1m捌からの供給がすすみ，生産費がさらに高くなると，市場fI{ij絡は!賂費するが，そのため dd' は若

干内f'íf\へ動き， AdBd' 聞の生産集約度はさらに増進されやすし、。 その際地代を高めうるかぎり A に近

い方では資本集約度を， d に近い方では労働集約度を増進する傾向がつよいであろう また， dd' 凶か

らの供給も|円に復しやすい l しかしてこのような傾向は，事fj利用問の有機的生産事業がおくれて，供給量

がやがて減少する傾向がつよいほど，大となる。

かくて交通機関の改善後， A から a ， B から b にかけて供給が開始され， 進行してゆく過程では，

位置地代がえられる また d から A. d' から B にかけての収穫において新しい位置地代が加わり，そ

れに刺戟されて，生産方法は集約化されやすしらとくに間伐の促進により集約度地代が多少新しく追加さ

れうる。なおその部分々々により，生産集約度の増進が，生産期間の延長と，一方期間の短縮と労働集約

皮の増進により行われる c このようにして漸次的に，新しい地利別地代に適尽する集約度形態が分化して

ゆく。

本例のように，一森林地帯を通じ一時に輸送賓が半減するという事態は，現実にはあり得ぬが，かなり

長い期間に漸減する場合は少なくなし円その場合も結局は，このような傾向を示すわけである。いままで
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はけ自の自然的条件をー定としたが . /!i!:市に近い地情と林業内|割とでは，このような地利のはかに，とく

に土地の自然的条件，つまり肥沃度のちがいが作HJする J 都市に近い地借では，林業生産の歴史が古いた

め，土地ρ'JWせl収穫力が低しようやく位置による地代を得ている場合が少なくない r 一方内凶I土地味が

肥沃で，イ12iJtに広ずる以上に肥沃度地代をも得ているところがあるコこのような場合に，内凶で若干でも

運搬議が減ずれば，さらに集約度は増進し，地代を高めうるが，都市に近い府地で若干でも市場価絡が下

れば，位置に厄ずる地代だけでも紘持できなくなるコこのような部分は，独立の産業立地たりえず，採草

地などとして農業に従属するか，住吉tli!あるいは予備î~! 地，国主主:地なととして，やがて転換されることと

なろうの

(注〉 運搬費の節約は，交通運搬按司王の発達にもとづく，林業生産の地代に作用する技í!;j として

は，この他に無機1'10~ggt町村および有機的生産技術の発注が挙げられよう 次にこれらの按1，!;r

の発達が地利別生産に及ぼす作IHの傾向を述べる

運搬技術の発達は，供給区践を拡大し地利別地代の比較的似た粗放生産の区域が広まり，全

般的に市場に対する抗争力をつよめる c その際運搬費の節約の顕著な，立木f同絡の騰貴する A

および B に近い地市では，集約度が増進する。

有機的生産技術の全般的な進歩は，各地利の林業生産に対し，集約度増進的にf'1，Tflする〈し

たがって市場への供給量ならびに地利別立木:1而格が一定なら，地利の良好なところはど収監量

ひいては地代を高め，供給闘を若干狭め，運搬費を節約する作用をもっ 一方無機的生産技術

の進歩は，派取費を若干節約するから，地利別立木価絡は若干j路貴し，したがって将来は芳干

生産集約度をすすめうる、しかし直接は生産量を増加しえず，採取区域をいくらか拡大し供給

量をます作用をするもしその結果この節約分だけ市場価が低下したときは，立木価格および地

代に対し巾立的に{ノl二用するむもっとも地手Ijの劣った地併で j采取費の比重の大きい場合，機峡化な

どによるその節約は，有機的生産の集約化と地代の増加をもたらし，粗放生産の区域を拡大するち

第 IV 章地利級の性質

第 1 節地利級の意義

本主主においては，林業経営において地利紋を利用しようとする場合に，あらかじめ知悉しておく必要の

ある問題点、について，究明する

したがって，第 2 および第 3 1主に述べてきたところと . i直接の関係がなしとくに第 3茸での別論的な

展開とは，問題の取上げ方・も異なり，かなり実際的である。しかし上来記述してきたところと，本章とを

まとめて，林業における縦済立地に関する盟論と実際とを，よりよく珂解しうるものと思う。

地利は土地の経済的な位置を示すものであるから，その市場とのIltH系の良否は生産物および生産要素の

価格，運賃率などの変化により，たえず変化するが，しかし付近の他の土地との地利の優劣については，

かなり固定的な関係がみられる。一般に交通技術や無機技術の進歩により，長い間には地利の差が少しず

つせまくなるが，それでも特別の場合をのぞき，良地利の土地と不良地利の土地主の地利関係が，逆転す

るようなこ主は少ないの

地利級は，比較的似た地利関係にある林地をまとめて，区威わけしたものである したがって，ー地利

級の中には，樹種，地位，生産方法，林令などを異にする多数の林分を包含する。現実にはそれらは，理

論的な生産集約度のものとして，規則的に配列されているものではない。 にもかかわらず， 後述のごと

く，これを劃定し，その意義を理解して利用することにより，経営の組織主運営の合理化を促進しえようコ
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したがって地利紋の劃定は， 117，1別の犬経常にとり必要な経常組織按1Mのー簡で、あるが，多数の所有1が位

の集IJIである一地域の林業生産につき， 地手1]*及区分により， それぞれの合目!的な生産の '1全質を明らかに

し，これと現実の林業生産とを対比することにより，国民経済の発展に広ずる林業政策の要Jヨぐとすること

もできょうのしかし本研究では，政策にl刻する点には，直接ふれない。

ところで地利級を具体;'1勺にiIDl定しようとすると，なにに基いてこれを区到するか，とし、う問題が起る c

地利が本来林地の経済的位置に|止]するものであるかぎり，その良否にあずかるのは，生産労働の賃銀と

運搬探取費用の高さである。しかし林業生産の地代なり集約皮なりの決定に，つよく作用するのは運椴費

川であるつこれがわかれば(来!f費を含む)それに一定の採取費削l算し，林産物jの甘均価から差し引くこ

とにより，山元・1L太何絡や立木何格を知ることができるの

したがって，ー林地の地利主いえば，運搬授からも，立木目Iiからも，同様にその良否が判定される し

かし地利紋となると樹種，林令の異なる林分が多様となり，したがって立木 ~11ij怖について区域分けをする

には，樹種， ;f本令などの標'1与を定める必要があるべく，それよりも運搬費の君主による区域分けの方が，容

易であるコもっとも運搬費についても，起点、なる市場をどこにするか，小運搬の方法をどうするかなどに

より，多少計算結果がちがし、うる。しかし地利級の区劃自体が，本来犬まかなものだから，若干の数字差

は，特別に問題となる性質のものでない。

しかし地利級の区域が広くなると，その内部でも地利，樹種，材:令などにより，立木価絡にかなりの巾

を示すこととなる n ところで立木伽îf各と地利級の|見J係を考える場合，立木価絡について 2 種のものを，あ

わせて考えておくのがよい それは，現実;f;.{;:オミのそれと，その1が世でできるだけ地代を犬きくする生産方

法をとった場合の1本水のそれ，とである 明在』本木の立木何格は，その売上高を予定し，したがってその

収スの作のなかで，次代の林業生産の集約皮を定める意味をもっ。地代を大きくする材木のそれは，現在

11TIif各で定められるとしても，将来の日擦:f材ミの阿梅であり，それに低じて合間的な生産集約度をとる費用

につき，なんらの制約がない場合に，投じえられる性質のものである。しかしてこのいずれに重点を置い

て生産を規制する虫、は，伐跡地，幼令林， ~士令林，収穫予定材:分などによってもそれぞれちがうが，地利

放をどのように利用するかと L 、う生産の性質によっても，異なりうるわ

私有林の個別の林業生産では，どちらかというと，現存の立木の仰lî絡tこ重点を世いて，生産方法を規制

してゆくことが多いであろう、

私有林では一筆ごとに，所有の異なる1木t也が交錯し，かっそれぞれの制種やlj'j1f方ー法にある程度のちが

いがあるのだカ}ら，それぞれの生産に役立つ地利級は，その rfJがせまいほどよいであろう。その結果現存

林木の立木価格の判断も確実になるし，ひいて次代生産の集約度についても，見当がつけやすくなる c

地利級の劃定を独立して必要とする大経営でも， もしこの劃定により立木何絡を十分に判定できるな

ら，なによりであろう。しかしこの種の経営では収穫事業の規模も大きいから，運搬路がそのつど新設延

長されやすしその場合は立木価格もちがってくる。また収穫事業はそれだけで収支計算が行われればよ

いから，地利級によって立木価格の犬ま力、な見当づけができ，それによって経営収支の年度ごとの適正な

配分の基礎のとにたっ事業個所の計画的な選沢が，行いえられればよいであろう c

したがって，地利級はこの場合，運搬費のある程度の巾にもとづいて劃定されれば，足りようし，また

それ以上のことは，普通行いがたい。

なおl怪営は，全体の売上高をプールし，必要な管理費等の費用を差写 I~ 、た筏額で，合理的な生産選択に
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よる投資事業を{子うことができる

その際地利級が役立つわけであるが，しかし後述するように，その場合でも特別に綿密な地利級の劃定

を必要とすることは少ないと考えられる。

もっとも経営資産の評価をできるだけ詳しく行おうとすれば，地利級の巾を狭くした方がよい しかし

このような何傾評定が，特別の時期にだけ必要なら，そのil寺矧に必要な'f'，l.度に区分すればよし平11寺の経

営生産のためなら，上iよの松度で、足りょうご

縦営収交のバランスをとる意味で，地利紋区分を利用しながら，事業個所を選択する問題は，経営にと

って非常に重要ではあるが，本研究では，この点にあまり触れない けだし問題自体がかなり実際的であ

るからである。以下では主として，地利級と生産集約皮との 1)':1係を取り扱う

第2節地利級と生産目標

林業経営において，広い区域の全体を通じ単一な生産集約度の生産法を採用することは，かなり損失を

生ずる場合がある けだしある地利においては，大きな地代をもたらす生産方法でも，地利が不良となる

と，地代が負になることが起るからである したがって地利により，ある程度妥当な生産方法を選釈する

ことが望ましいJ この点については計算事例をも挙げることはできるが，地利が不良となるにつれ，かえ

って粗放な生産方法の方が経済的であることに，注意する必要がある

一般に良地利において地代の大きくなる生産方法は，費用も収益も大きくなるから，地利の低下にとも

なう収益績の;減少と，費用の増加との別合が犬きく，そのため地代の減少度も非常に大きくなる し、 L 、か

えると，集約皮の高い生産ほど，地利の低下に1半う地代の減少率が大で，粗放生産はそれが小さい

つぎに，ある一定の牛ー産方法をとった場合の，経済的に有利な生産期間は，地利が忠くなってもほとん

ど災化しないこと，および地利が不良となるほど，地代は短ヵ、い生産期間の方が，ごくわずかだが，かえ

って有利となりうる場合がある J このことは， 従来活設となっているところの， 地利が不良となるにつ

れ，経済的な生産!明1mが延期されるという FIl解に反するわけである。また第 2 J'，主においても，集約度がす

すむにつれ，生産期間が短縮される傾向のあることを述べた しかしこのような傾向と，ここに述べると

ころとが，必ずしも相反するものではないυ すなわち前に述べたところは，地利が不良となるにつれ，生

産?朝刊が延長されるのは，一方において生産方法が'111.放化し，そのため林木の成育がおくれるからであっ

て，したがって全体として生産集約度が低下した結果であるわけである

かくして，林業生産の集約!支は，第 1 に生産方法の如何によって定まるもので，第 2 に選沢された生産

方法での地代最大の生産朔問は，それぞれ所与のものであり，地利のいかんによっては必ずしも変化しな

いものであることが，考えられるこ計算上からは， 良地位でも， むしろ生産期却を維持し，または延長

し，地代を高めうる場合があり，一方地利が若干不良となって，かえって生産期間の短い生産方法の選択

を有利とする場合もあるつしかし現実には，良地利では労働の取得が容易なのと，資本の回転を促進し，

その効率を高めようとする傾向が，生産集約度の高い生産方法の選択を促進し，その結果として生産期聞

を短縮せしめる。その際，このような地利では，たえず資本蓄積に喰い込みながら，見携け上の地代増加

を図ろうとする経済的な力が作用することを，見のがすわけにはゆかなし持。 一方地利が不良となるにつ

れ，労働の取得が実質的に困難かつ高価となるので，なるべく労働組放の生産方法を選ぶ結果主して，生

産期間を延長し:地代を高めようとする力が働く主いえようニ
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この資本訴積へ!食い込んでゆく J]，l 匁が，生産括的としての林業生産での地代増加を図る途と

は矛盾することが，見考えられる、しかし，林業の性質として，あるl'，'.ffi:これを合理，'i'~なも

のとして容認し，生産経済のt*~j:{Iiの中にとりスれて閥解してゆくことにおいて，林業経済の初|

究がかえって促進されるのではないか，と考えられる点があるぺ今後の研究課題としてしカる

べく思う。

以上は，地代の最大を追求する〉休業l経営における地利別生産集約度の選釈に当り，認められる性質の概

要を述べた。しかし林業怪営の性質として，主観的要因にもとづき，必ずしも地代の最大を追求しない経

営が存在するわその若干の例をあげよう。

国有林経営に見られる生産同僚として，国民経済への原料供給をできるだけかっ継続して大きくしよう

とするもの，すなわち生産量を縦続してできるだけ大きくしようと?る FilßJiが挙げられる この場合生産

方法も，生産量を増加する見地から，年収入の枠内におし、て，選釈されよう。したがってこの場合は，不

具な地利級においても，ある程度集約皮の高い生産方法をとりうる可能性も生ずるわけであり，経営全体

として土地の自然の生産力の利用に重点を置いたところの，比較的均ーな生産方法をとることもできるわ

けである。 したがってこの場合は， 地代追求の林業経営が地利別に生産集約度の差が大きいのに対し，

比較的集約度の傾斜のゆるやかな経営組織となる可能性がある。ただしそのような傾向にもある限界があ

り，全体として地代が 0 となる以上に，資本手Ij子や労銀にまで喰いj1>むような生産方法をとることは，国

民経済のfE四竹な発展にもとることとなるであろう。

そのほか，さらに後述するがごとく，生産に投ずる資本の効率をできるだけ高めようとする生産集約度

が，自認される場合がある J 林業経営の現実において，いわば白山な士地と見られる部分がかなり存在し

ているからである。

このようなところでは，費用対収益の比率をできるだけ大きくしようとする生産方法がとられ，その結

果として生産集約度も斉ーとなりやすい。

第3節地利級の利用 (1)

現実に地利級を劃定し利用しようとする場合は， さらにあらかじめ迎併を必要とする問題点が多々あ

る。その主要なものを挙げると，次のごとくであるり

(1) 同一地利級の内部でも，さらに地利なり地位を異にする部分を含むが，それぞれの生産方法の選釈

をどのようにしたらよいか その際士地が制約因子である場合と，土地は白山て、資本や労働が制約因子で

ある;場合とで，選釈の仕方がちがってくる。

(2) 現実には粗放な林業生産の段階のものを，地利に応じてより集約な段階へ移行させる処理が，しば

しば起りうる。この場合には収スと支出に対しても，考慮を要する。

(3) 現在の地利級の信済的位置が，交通機関の発達により，将来改善される予想の場合，生産方法をき

りかえようとすれば，どのような注意を必要とするかご

(4) 地利級の取り扱L、かたは，経営の規模や経営の内容によって，多少違ってもよいのではないかご経

営の内容とは，生産目的の相違もあるが，単に有機的生産だけか，無機的生産をあわせ行うか，も経営に

多少ちづった性絡をあたえうる

以下では， (1) と (2 )について本節で， (3) と (4 )をみすHで取扱うこととする。しかして生産方

法の事例は，小著「林業生産の技術的性質」にかかげた生産方法にもとづき算定したものに限っておくこ
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一地利級内部での生産方法の組合せ第1.

とI也が制限悶子の場合)
 

4
a
i
 

(
 
資本や労働の投下が自由である場合，一地平Ij級内で地利を異にする部分を含めば，それぞれの地利に対

し ， tfc.:夜間刊にしたがい，生産方法の組合せを生ずる，~その際土地の自然条件のちがし、により，地利にrG、

ずる生産方法をとり得ないときは，その自然条件に適した別の樹種と，その地利に応じた集約rn:の生産方

地利紋別生産方法の選沢

111 1v V 計

B ' B-, B B 
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法がとられよう 3 しかしそのような1経済i拘な樹種が選べないときは，自然放置の方法がとられよう c

第 4 表

1.生 j室長最大 l 生産方法
生産量石
皜 m 千円
!地 fï;千円
; tl{m収益比率
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費用の収益力を大きくしようとする生産方法だ5 等級の地利を運賃 250 円巾で区分すると，この際，

と，地'fljの低下に広じ AACC の組合わせになる(第 4 表参照〕。この組合せば， 1主I種がヒノキで， A は

しかし地代を大きくする生産方法1'1 業組織上合店!的である。集約で 30 {F-, C は粗放で 50 年だから，

rþff lJ l也市の A が 30 Óドだから，現B (スギ〉および C (ヒノキ〕が 50 年，の組合せの BAC だと，

実に経営として作業しにくいとし、う事i附も生じようし，その部分は A に代って B，もしヒノキの立地な

ら C が遅らばれよう，~

生産量を大きくする生産方法を，費)11犠杭にかまわず行うときは，自然条fjニの可能なカ h ぎり， B 生産が

汎{子される J

地利級がlVになると，生産方法選択の巾がせまくなり，生産量を大きくしようとする B の場合をのぞ

き， C 生産に落っくが，それも1\の内部の限られた部分にしか行われまいコ

かくして良好な地利級の内部では，自然条件の差も働いて， f'F~静且織上の不能率を生じない範囲で，生

産方法が多種となりうるが，不良な地利級では，生産方法が単純粗放となる c

つぎに今新らしく，地利級IIが開発され，生産を開始すると仮定したとき，資本を自由に投入しうるな

ら，もちろん B がえらばれる二しかしこのとき，土地が広く，投下しうる資本や労働に制限のあるとき

は，これらの制限要素の生産力を高めることが必要となる c

労働が制限因子の場合(2) 
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労位l~単位あたり生産量は，生産方法とj!月日i]に応じ一定である もちろん土地条件は一定とする。労働集

約な生産方法だと粗放な場合に比し同一生産期間での労働生産力が低下する傾向があるが，おしなべて生

産期間の延長につれ，その生産力は高まるーすなわち説営における生産期間の延長は労働節約とその生産

プJを増近するの

もし地利紋JI で，年間投下労働長が 1 ， 000 人というとき，縦営を組織する JtijJ，'i]を無視して考えると，生

産方法のちがいにより，次のような生産量，収益，地代がえられる。

したがって，生産量はB が最大であるが，収

|生産量|収 益|地 f ,\; 益 ， t也f\; ともにC ~J:障が大きく，経済的にはこ
| 千石 万円

の場合，もっとも粗放なC 生産をとるのが--It;:A 生産 2 260 126 

B '" 4.5 563 225 有利である。

C '" 4.2 630 300 しかして労働量がさらにじ 000 人より憎えて

も，同種の土地に余袷があれば，やはり C 生産

が拡大しよう。生産方法による単位労働あたり国積拡大の比率は， A の 0.9 ， B の1. 5 に対し， C生産

は 3 という大きさを示すっこのようにして， :m放宅産 C が地利級 H の相当面債を lîめた後で， 労働に余

祐があれば，その部分が B 生産に移行するであろうっ

(3) 資本が制限因子の場合

労働の場合と同様，資本投ドにより経営を利融するのに長期を裂するので，実際には問題があるが，こ

こでは，一定の資本開 (100 万円)をもって， t也利級 H の中に巧，1 ，二ある 3 つの生産:方法による林木のう

ち，どれをその生産費により l持スするのが，もっとも有利か，とし、う問題の形で考えてみよう c

一一一一一ー すなわちこの場合は A <"f:Qffの購入がもっと
糾ス，q.....~ ..ê..

| (f哨〕 | 生産量 I I1と竺J一地 f ,\; も有利であり，さきに述べた費用収益比率の最
IlIr 石| 千円 千円

A生産 4.5 104 129.4 62.3 大と，その結果が致する J なお B と C の

B グ 2.5 75 93.7 I 37.5 比較では，資本[占l定度の高い B よりも， C の方

C グ 5.0 70 105.0 50.0 が!日Lっている υ

したがってこの場合は，まず A 生産を!!il}ス

し，それでもし資本に余拾があれば，地利の劣れる部分での C 眺スとなろう。 この結果は第 4 表の費用

の収益力企大きくする場合と同じである

(2) と (3) を対比してえられる重要な結論はJ、のとおりである勺すなわち労働に制限のあるときは，生

産期間を延長し，かつ粗放な生産方法をとることが有利であり，主主木に制限のある場合は，生産期間の短

かい生産方法をとるのが有利である。この性質は，同H寺に不良地利での生産期間の延長と，良地利での期

間の短縮の傾向を示す動因となりうるわけである。

第 2 ，粗放生産を集約生産に移行するとき，現実の経営では，天然林収スで林業生産をはじめたり，粗

放生産の収スで集約皮を高める場合が多い3 つまり現金支出の制限をうけながら，集約度を高めようとす

る場合で，その可能性の程度を知る基礎として，次表を作成したJ
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第 5 表 地利紋別生産方法別交出と収支

lT 111 IY V 三Ifj' 各地利紋 1 ， 000 1l1 r当り

A 交出主主 千 1 11 34b|| 2851 4241 462 5Ul 2 , 118 生産量 l 紋 2 ， 300石

収~，~~~ ~，~~~ I 2 , ?9? I 1 ，~:~ ( 1 ~ ~ ~2 1! ， 5C コ 全{木 11 ,500 
地益代 2 , 109 1 , 385 661! (-)63 (ー )817 3 ,275 
収 之社I ' 3 , 194 2 , 490 1, 876! 1,263 649 9 , 382 

B 収交f議1¥ ~?~ i ~ :~! 254 300 1, 270 生産{本量 l 紋 3 ，∞o
4 , 500; 3 , 750 3 ,000 2 ,250 1,500 15 ， 0∞ 全 15 ， 000

地収代益ー支出 2 ,475: 1, 500 I 625: ( -)450( -)1 , 470 2 , 580 
4 ,292 3 , 519 2 , 7-46 1, 973 1,200 13 , 730 

C 支以出縫 104. 116 I 128 139 151 638 全生体産量 l 級 1 ， 4∞ 
I ， ~()O I ， O~O 8 ， 7~() 7 ,000 

地収代益 4乙出 1, 460 I 1,000 1 540 80 ( -)113i 2 ,668 
2 , 346 I 1,984 i 1,622! 1,261 889 8 , 102 

フド表はすでに法n=:林的な併営l1a造の成立した場合を示す このような経営Il'Ii.ìûが自己資本により組織さ

れていれば， ?i!.f呪r.m'nからは士山代負怖となる集約皮でも，また V等級ですらかなりの純収スがえられるか

ら，投資のため，相当の余祐を生ずるわけである J

この場合には，年/lfJ現金支出の大小よりも収益の絶刈偶の大きい方が，純収スもえきくなりやすい 各

地利級ともに B 生産の純収スが最大となっている。またーLJ".産期間の長い方が， j;百かい場合よりも，地利が

不良となるに1'1'0う純収スの減少速度が~Al 、傾向がある。それは A と C の比較で，地利級 I では A がすぐ

れているが，地利伊良となるにつれ ， Jii.伐矧での支出大がれニ片l し， W および V ではf.rii次 C の方が有利と

なってくる。

本表のごとき生産方法で， j'(Jl態説済で地利級別に所定の期金交出を所定の期間つづけてゆけli (当初は

撫育費分だけ少ない)法正林(i'~Hli造となり，それ以後は，毎年表ーのような純収スがえられる、しかして第

1 凶の生産矧llijに投ぜられた支出は， {t産資本として林木蓄積(!lijをあらわすものとなり，雨後はその年利

子分が，管1!lEl1 とともに， 費用として収益b‘ら持除される しかしてこの利子分を迫力日投資しうるかぎ

り，各地手抑止の林業生産の集約度を高めるのは，非常μ容易と思われる たとえばもっとも粗放な C 生

産のV等級の純収スからでも， B や A へ移行するための現金交出をうることは，資本利子の損失さえし

のびうるなら，可能である。

その他突然林を伐jZ収益し，その収スにより投資しようとする場合，たとえば地利紋 JI で， C の生産

方法での林業生産に移行するとき，当初Jは年 10 万円足らず，あとで毎年 1 1. 6 )j円の支出を必要としよ

う.，生産期間は 50 年だから，毎年 2111J の航伐をくりかえすわけであるが，そのためには， 1111] 歩の天然

林伐深で，少なく主も平均 5~6 万円の収入を挙げる必要がある。良地利では，このような収入も容易か

も知れぬが，不良地利 V 等級で，平均 75 万円を挙げるのは，困難となるかも知れない。その場合一時的

には，このような不良地利の低い天然林収スによって，良地利の林業生産を促進拡大することも起りえよ

う。いずれにせよこのよ 7 な現実林からの収スおよび投資可能分の関係から，生産集約度増進のための林

分改造は，早くもおそくもなりうる。

第4節地利級の利用 (2) 

第1. 交通関係の改善の予想の場合
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第 2 草稿 4 1i1'jにおいて，交通機関の改善にともなう!愉送費の1隠滅が，地問測の生産tlW・j皮に;及ぼす ('I; )f]

について述べた。地利改善の見込は，鉄道蚊設，国公j首の新設改修，夜、設林道などの予定から生じうる〕

私設林道では必ずしも経営費用は減ぜぬが，立木rmî怖は!騰貴しよう とくに，従来労働よりも資本の生産

カに依存していた粗放生illi地梢では，今後の地利の改善はほとんど確実である。

また1百]買に述べたように，生産方法の集れ化を経営として完了するには，一生産矧1!i1にわたる長期を袈

するとしても，そのための現金交仕iの年増加績は，収益にくらべて比較的小さいので，この改善を促進し

うる可能性は，つよいわけて、ある 否とくに地利良好の地帯をのぞき，林菜i益営は一般に，将来の地利の

改善を予ilEして，たえず生産集約度を高める方向に|清1生する運命をになう産業経営だともいえる しかし

てこの集約化が促進されつつあるかぎり，経営の支;'l1は沌liP~増加し，資本の利廻りは低下する。

いま，地利級 III-IV に属し，地代の大を求める 4001llJ の経営が，一生産期間後に地利級 1 -1V に分か

れると予想されるとき，生産集約皮の変更で， 2 つの方法が考えられる。 その第 1 法は，現在1v等級に

属する C 生産国債の半分が， A 生産に改良されるだけで， 1強磁も同じだし，生産矧l!iJを 50 年から 30 年

に短縮するのだから，その間生産量を増加しながら， 30 年で容易に改良しうる。万一 30 年後に地利級に

変化がなかったら，実質l~l/jな損失は， C 生産のt世代 3 )j l 可と A 生産の負の地代 6.3 Jj円の合計 14.3 万円

が，利子に食い込むわけで，純収入額としては， A も C もほとんど変りはない。

第 2 法で， 川の A 生産を B 生産に改良すると ， t由利紋改善後第 l 法によるよりも，さらに地代を増加l

することができるが，一方その改良期間に支払われる犠牲が大きい。 JV等級の C生産をA と Cìこ区分し施

業することは，その改良矧1!i1でも生産量をふやせるから，容易であるが， 111 等級の A を B に変更するの

は，樹種の変更だけでなく，生産期間を 30 年方、ら 50 ifに延長するのだから，それまでの生産量 4 ， 600

石が一時 3 ， 000 石程度に減ずる一方， 主主存帯債の生産期間の延長につれ， 当初jの 3 ， 278 千円の A 費用が

~Wi，次増加するカ、ら，損失経営がかなりつづくこととなる。もっとも地利級 JI[ の B での現金支出は， A よ

りもかえって減少し，最高 508 千円程度であるから，改良期間中の地代と利子収入の損失さえしのべば，

現状，生産方法
国債 IIIr
支出千1'3
費用千円
生産量石
収益千円

第-法生産方法

面積町

支出千円
費用千円
生産量石
収益千円

第二法生産方法

国積町

支出千円
費用千円
生産量石
収益千円

第 6 楽 地利級の変化に応ずる生産の改造

地利級不変 | 地利級変化後
III IV 計・ 1 JI nr I lV I 計

A 
200 
924 

3 ,278 
4.600 

C ||A  
200 1 400 100 
278 I 1,202 346 

2 ,640 I 5 ,918 1 ,34 1 
2.800 7.400 I 2.300 

4 ， 6∞ l 2 , 800 I 7 , 400 I 3 , 540 

AIA ・ c
A 100 

200 
C 100 

924 1 601 
3 ,278 1 3 , 108 
4 ,600 i 3 , 700 
4 ,600 i 3 , 125 

400 

1,525 
6 , 386 
8 ,300 
7 , 725 

400 

1, 109 
8 ,058 
9 ,700 
9 , 125 

A 

100 

346 
1,341 
2 ,300 
3 ,540 

B 

100 

208 
2 , 025 
3 ,000 
4 , 500 

A 
100 
385 

1,490 
2 ,300 
2 ,875 

A 

100 

385 
1,490 
2 ,300 
2 , 875 

C 
100 
128 

1,210 
1,400 
1,750 

A 

100 

424 
1, 639 
2 ,300 
2 ,300 

i72l::;;;| 

C 
100 
139 

1,320 
1,400 
1, 400 

C 

100 

139 
1,320 
1,400 
1 ， 4口 0

C 

100 

139 
1,320 
1 , 400 
1,400 

400 
998 

5 , 361 
7 , 400 
9 ,561 

400 

1,294 
5 ,790 
8 ,300 

10 , 115 

400 

1,002 
7 ,234 
9 , 700 

11 ,950 
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実行は可能である なお改良後も地利級の条件に変化がなければ，年 3.6 万円の地代損火となるが，第 6

災で9:f1られるとおり， B の方が純収スの増加畑、は 87 万円に主し，さらにその一部分でも] -jJ地利紋

に移行するなら，地代損失も卜分つぐなえよう p

なお第 6 表において，生産集約皮を変更したにかiJ，わらず，地利級に変化がない場合，地f\;は明状，第

1 法，第 2 法のJIi.iに少なくなるが，純収スは第 2 法がすでにもっとも大きく，第 1 法でも現状と変りがな

い。さらにもし'f想どおり地利紋が変化すると，その後は全般的に支出，費用ともに減じ，収益がふえる

が，地代，純収スともに第 2 法，第 1 法のj加で現状よりも大きくなる。

これらの結果から，一般的に地利紋の移{予を予想して，生産方法を変更しようとする場合は，次の諸点

に注意を要しよう

(1) なるべく資本集約皮を高め，生産量の高い生産方法を選ぶことここれは生産量を高めうるかぎり，

生産期間を延長することである c その結果第2l去のB のごとし当面地代の損失をきたすが，改造後地平1]

級が移仔しなくても，純収スの増加をもたらしうるし，地手Ij汲が修行した際は，地代，純収スともにもっ

とも高めうるほか， !f，産資本が大きいだけ』に資産の倒的傾をも増加せしめることができる J

(2) ~j'ul北側種の選f尺に注意を払うほか， !J三RE方法の集約区=が高いため，不適な地*1]て、は急激にその利益

の減少する種選lのものは，とくに良地利たりうるところを選らんで庁うのが，安全である， J立体方法の集

約皮が高すぎて，撫育段階での1J1金支出に間る (711 もある、

(3) 生産期間を短縮しながら， 生産方法の集約化をはかる方法は， 犠牲が少なくてもっとも行いやす

L 、。しかし (1) の資本集約度を高めるため， ，'f'.illi期間を延長することは，将来の収入やJ山代は大きいが途

中の池代や収スに犠併が大きいため実仔しじくいことが多い}したがって行いやすいのは，できるだけ生

産期間を維持しながら，無却のない程度に集約JI[増進iこつとめ，地利級の移仔後に，もし期間の短縮が有

利なら実行するのがよいであろう。

(1) 不良地手1]級への粗技な i色材授資は， 資金に余i'iîがあり， ある程度継続してまとまった面積となし

得，かっその後の撫育事業も行いうる場合は，その地イ行だけで将来運搬路を聞き，一時的にもせよ ， j也判

を改養することが可能となるじ

第 2. 経営規模と集約度

第 4 節第 3 におし、て，生産要素rl-f の:倒的因子を異にする場合，地利別に生産方法の選J尺に中|胞を生ずる

ことを述べた、しかしてこの制約因子は，切実には，経営規嘆により，また無機的生産まで仔うカ h どうカ‘

により，異なりうる J よって次には，経営規模の点力、ら，判1l利t，Jk別にどのように集約m:の選侭が異なるか

を，百↑iと若干重復するが述べておく。

(1) 和自の小所有の場合

ここでは労働の投下は比較的容易であるが，土地自体が稀少性のあるものと考えられ，したがってその

土地生産力を高めることが，主要な問題となる。つまり費用と収益の差である地代をできるだけ高めうる

かぎりにおいて，単位期間，単位面積あたりの生産量をできるだけ大きくする生産方法が選ばれる。その

結果として，生産方法は個別林地ごとに異なってよいっ

しかし，このような小所有ば今日，おおむね良好な地fl]に存する。したがって，その集約度の限界に到

達したとみられるものも多く，かえって土地が塔せているために，ょうやく従来の生産方法を維持する程

度のものも多い、
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小所有「でも，山村地J計の下I~等級のi由利またはそれ以下に成するものでは，今後の交通機IY:Iの発達の影響

が必至だから，その生産集約皮は労働や資本に余祐のあるかぎり， 高める可能性を生ずる。たとえば Iτ

等級の地利で， B生践を採用すれば，ーIIIrあたり(ー )4.5 千円の損失となるが， もしJl[等級に上れば

6.25 千円を収得しうるわけで，今後 50 年のうちにこの程度の運搬費節約の期待される林地は，少なくな

いであろう。

(2) 小規模経営の土見合

小-w，\模縦itJ;V土普通の:場合，個々の小林J:U!の集合b、ら成り立っていることが多い したがって生産方法は

材叫ごとの地判と士地の自然条件を考えて，合HIH刊に定められうる。しかしこの場合は，生産者の投資能

力が問題となりうる。

土地に末、Jする投資能力に制限があれば，資本の生産力を高める方向での生産方法の選tRが，地利紋別に

行われよう ο その際授下する資本は，今日の地利に対して能率的に投下する J点と，将来予想される立木価

格の変化の点、の関係から，まず合斑11勺に:['1]断されよう

いま， 201llJ の林地が 111 および IV 等級に均分されているとき，生産方法の選沢のしかたにより，費用や

収益の関係が，第 7 表のようになるとしよう。 現在の地利からは， 第 2 の場合が地代も大きく，有利だ

が， JJ，I在 IV Vこはj品集約な A 生産ーを行っても， j也代はf~、だが純収入はi吠ぜず， したがって将来の地利改

善の見込があり，かつ最大年支出88.6千円の授下が可能なら，このような生産方法の選釈も妥当性がある c

第 7 表 生産方法の地利別選tR

Hﾎ 在

地利級i一一一一一塁土空監全一一 一一 第 2 の場合
JI[ IV 計 111 IY 

ιト産方首長 A A A A C 

l'~ fIJ 千円 163.9 178.8! 342.7 163.9 I 132.0 

生産量石 230 i 230 1 160 230! 140 

収益千円 330 I 172.5 I 402.5 
地代千円 66.1 (-)6.3 I 59.8 

230 I 140 

仏 1 I 8.0 

現金-k:H:\ 千円 42.4 46.2 I 88.6 

純収入 187.6 126.3 313.9 

42.4 I 13.9 

187.6 126.1 

汁
A 
C 

195.9 

370 

370 

71.1 

56.3 

313.7 

将来

111 

A 

327.8 

160 

460 

132.2 

84.8 

375.2 

しかし，もし投資能力が将来とも，年交!日15 万円にかぎられる場合は，生産方法の選収に (1) l1[の A 生

産を行L 、記白紙で IV の C 生産を行う， (2) rv の C 生産を{子い筏制でJ[[の A 生産を1'1'う， (3) A 生産をで

きるだけ行う，(4-) C 生産を基l!llh として， A と C の合計が予定額になるようにする，などが考えられよう。

第 8 表において，現在の地利条件が変らなければ，生産量，収益，地代ともに第 4 の方法がもっとも有

利であり，ついて、第 l の方法であることが知られる。すなわち生産方法が 2 種で，ガj呆が既知のとき，投

資額にこのような制限があれば，まず粗放生産をできるだけ広く行った方が，有利なわけである c これは

将来地利級 lV がlTTに移行した場合も，このような条件下では，やはり第 4 がまさっているコまたC生

産面積の大きい第 2 の方が，第 1 よりも地代が大きい c

以上のIYd係から，次のこ主が要約される二すなわち資金に余払があって，将来の地帯jの向上が予想され

るなら，現在から生産集約度を高めるのも意義があるこしかし資金に余怖のないときは，粗放生産の面積

をできるだけ拡大した方が有利なことがある。 ただしこの点については， 具体的な生産方法の効果につ

き，さらに十分な検討を必要としよう。
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第 8 表 地平Ij紋別生産方法の選tR

現在

lY I 計

次に，このように余給地を生産地化ずる可能什が，まだ多分に存ずる場合l土，粗政生産の汎行も意味を

もつが，そのような生産地化を了した段階では， 将来の士山利向上の予想をスれ， また投資に余祐があれ

ば，より I[店主力の大きい生pt方法が選択されうるコいま経営面積 llf 10 IlJ j で C~l:産を行い，年支出 12.8

千凡であったのを，新たに 25.4 千円に増加して，生産方法を選訳するとするこ

第 9 -j尽

将来1T 現在川 将来n

C 2C 2C 

11.6 25.6 23.2 

140 280 280 

210 350 420 

100 108 200 

111 

第 l 生産方法
現金k:出千円
宅産量石
収益千円
地代千円

A(IO) 
42.4 
230 
230 

66.1 

銭円;2 生産方法 1 A(8.51) 
現金制H 千円 36.1
生産量石 195.8 
収益千円 195.8
地代千|り 56.3 

A(10) 
42.4 
230 I 

230 
66.1 

A(7.8� 
C(2.2) 

36.1 
210.2 
217.9 

163.5 

第 3 生産方浅
現金.i(lll 千円
生産量石
収 主主千19
地 代千円

第 4 生産方法

期金，z，'H 千円
生産量:fi‘
収益千円
地 代千円

生議:方法

A乙出

生産量

収益

f山 f ï:

|現在日I

! C 

千円 12.8

石 140

千円 175 

千円 54

A(10) [ A(1.65) 
42.4 I 7.0 
230 I 38 
2:10 37.8 

66.1 8.7 

(20) A(7.8� (10) 
C(、 2.2)! C 

36. I I 12.8 
210.2 I 140 
217.9 175 

仏5i54 ・ o I 

C(5.17) 
7.6 
77 

76.6 I 
4.4 

C (10) r 

13.9 
140 
140 
8 

A(1.6S) 
7.6 
38 ' 

28.4 
(-)1.0 

C (10) 

13.9 
140 
140 
8.0 , 

(15.~ 7) 
50 

307 
306.6 
70.5 

( )は国債を示す

予想

H[ I IV I 

A(IO) I C (5.47) I 
42.4 i 7.0 I 
230 77 I 

230 I 95.7 I 
66.1 I 29.:; I 

- 91 -• 

ffi引額
計-

(15.17) ; 
49.4 
307 

325.7 r 

95.6 

一
6
J
J

ハU

ハy
k
d

\
y
J
1
4

ぺ
/
臼

/
'
t、

(18.511 
50 

335.8 
33己 .8
64.3 

A(8.51) 
36.1 
195.8 
195.8 
56. 手

C (10) 
12.8 
140 
175 
54 

(18.51) 1 
48.9 
335.8 
370.8 , 
110.3 I 

(11 ・ 65) [ 
49.4 
268 , 

267.8 
74.8 

(-)1.1 

35.0 
46. 。

( -)0. 6 

9.4 
8.7 

(11.65) 
50 

268 
258.4 
65. I 

50 
350.2 
357.9 
71.5 

一
二
制
一
B
U
m
m
m一

一
一
式
汁v

一

F
4

一

H

一

3
4
0
0
5

一

一
ヒ
E

・

0
0

・

一
イ
イ
L
R
J
V

つ
υ
q
υ

つ
ム

現

2
6

(20) 

48.9 (-)1.1 
350.2 
392.9 35 
117.5 ' 46 

現在日1 i 将来 11

A4.261 A4.26 
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1781 178 

198.51 243 

59.21 116.4 

この炎で，もし土地に余怖があるなら. 2C の形で C 生産を拡大した方が. :fJ，l在および将来とも. ttfJ; 

代ならびに収益ともに最大となる。

しかし，土地に余祐がなければ.B 生産の方が.C 生産だけ，または AC の生産にくらべ収益および

地代ともに，現在およひ、将来にわたり，まさってくる τ さらにこの表には示さないが，もし地利級が将来

l 等級でなく. 2 等級向上するとし、う場合は.C生産を 2 Ul r行うよりは.B 生産を1H1}行った方が，収益

が大きくなり，地代もほぼ匹敵するようになる

(3) 大規模極営の場合

新しく投資をしようとするとき，一定額を有効な使途に投ずる場合，資本を K. 年支出を A とすると，

A(1.0p"-1) 
とし、う関係にあるから，年支出額は投資期間 u が長くなるとともに淡少するが，こ

O.Op 1. 0p'ι 
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こではいままでの手法にしたがい，年支出額を一定の 5 )j円とし，それをどの地利紋に，どのような生産

方.法により，投ずるのが有平Ijであるカ hを第 10 茨に比較してみよう。

第 10 表 年AE. if15 万 1 '3のJ:;2資効果比絞

(1)地平Ij級 ]1 11[ N 

生産方法 A I B ; C ! A I B 1 C I AI BI C 

!日積 I~ ，_I 1:~991 2~~65 43.10 1~~7~ I 1~~681 3~~061 1~~8:1 1~~051 3:.9~ 
費 IH 千円 193.61 487.1 474.1 193.2 I 487.1 1 472.6 j 193.51 487.41 474.8 

生産量石 299 i 650 I 603 271 問 547 1 249 開
収益千円 373.51 811.9 I 905.1 271.21 590.4 I 683.6 I 186.71 406.11 503.6 

地代千円 179.9 i 324.8 431 ' 78 I 103.3 I 211: (-)6.8iC ー )8 1. 3 ， 28.9 

(2) 地利級 T JT JI[ 

之 l'f:1 千円 45.0 札O; 4Ml 札 4 i 45.5 45.3 I 45.91 15.9 i 46.0 

'tJf )日千円 174.2 438.4 I 426.7j 175.7 i 442.8 ~ 429.7 1 177.3 i 446.7 435.2 

収益千円 l 川 2 m3l ,m43390 m o| 問 3 M915415iω5 
地代千円 274 i 535.9 , 629.2, 163.3 295.2 1 390.6 I 71.6 i 94.8 i 194.3 

投資の効果を，地利紋別に比較すると， (1) において， いうまでもなく地利の良好な方への投資が有利

である。 (2) では (1) の地利が得来一等級ずつ向上する場合を示すが， 同じく現在地利の良好な部分への

投資が，有利である" もし(1)で地利の H が卜fj':1ミ変らず，11[および IV で一等級すすむと仮定した切

令でも，やはり地利 JI への投資の方がすぐれている。しカ h し地利級 H と 111 ， IV がIJI地を異に L ， II 

は改善の見込みがないが， llr が将来 1 に改善されるというときは，現在 111 への投資が有利主なるが，

このような場合は少ないて‘あろう

生産方法の選択では，各地利級ともに，粗放生産である C が，収益，地代ですぐれており，生産萱で

B がまさっているコなお A は生産期間が 30 年だから，もし投資の元金 K を一定とするなら，表の A

の数値に1.2 (利率 5% で〕を乗じた値が， B , C と比絞しうるものとなるが，その場合でも，生産量，

収益，地代ともに B ， C に及ぱなし、。このような結月初、ら，今まで述べてきたとおり， 土地面積に余村1

があるから，かえって粗放生産による犬面積利用の方が有利になるご

つぎにJ~休1'1']な土地条件も作用して， 地手Ij級 n で A をとるか (C をとるには面積が足らなし、)， m 

において B をとるか，の優劣が問題となりうる{このような選沢は同一地手iJ被内でも， いろいろの地利

を含みうるから，一般に行いうるへその際 H の A と 111 の B の比較で，もし地代の犬なら rr ，生iÆ

;盟:や以益の大なら B，さらに将来地利向上が予想されるなら，地代でも B がjJjばれよう L 同嫌の比較は

J1[の A と IV の C についても行いえよう c

(4) 経営が輸送事業主で行う場合

この場合は，採取運搬費用がプールして取り奴われるため，経営は単なる土地生産をはなれ，販売収入

とくに資本の回転による利潤を増加しようとする力が働くようになるコしたがってまず一般的には，でき

るだけ生産量を年間で有効に処理ーしうる資本額をできるだけ小さくし，資本の効率を高めようと努めるで

あろう。そのため林業生産の期間も也織されやすい傾向をもっ。

この場合，もしこの直営事業によりほとんど利益がないというときは，このような事業に投資するだけ

利潤率を低下させるのだからできるだけ資本を減じようとするであろうし， 地利級別の生産方法の選択
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は，費用収益力を高める方向ないし地代を最大にする方向から，選訳されよう。

次に販売利j位!があって，それがl輸送の石粁あたりで定められている，とし、う場合は，不良地利級で地代

は低くても， 利j陛額が単位生産量あたりで大きくなるから(輸送距離がのびるため〉その生産が促進さ

れ，集洞化がすすむ傾向を生ずるのしかし，もし，この利潤が立木価格，すなわち生産費+地代の傾に比

例して定められるものであるなら，かえって地利の良好な地J}ifのよl:産集約化を，促進せしむることとなる

であろう什

第5節地利級の巾

地利級は交通地位の良否，したがって遥搬費の大きさによって，機械的に区分できる。本論では，いま

まで 250 円巾を}日 L 、てきた。しかし，犬経営がこれを区劃する基慨が，主として経営の合理化のための生

産方法の妥当な選択にある以上，経済的には運鰍貨の差にもとづく立木価絡の差が，生産方法に必然的な

相遣をもたらす，とし、う程度で区分するのが適当であろう。それにはまず，縦営が全体として占めている

位置，さらに経営土地にどのような有用性をみとめているカ φ" まず問題となるであろうこ

経営生産がもっぱら天然科からの伐出事業に重点を置いているような段階では，生産集約度を高める意

味での，地利級区分はほとんど必要がないであろう r ここでは，伐出の計画をたてるに当って，図上で運

搬費の増力11の度合が，大まかに見当づけられればよいであろう。もし新規に造林投資を行うとしても，土

地は自由であるから，良地利の部分をえらひ、投資効果を大きくするような生産方法をとればよい

このような粗放な有機的生産の面積が，かなり拡大された段階の経営においては，奥地にむけさらにこ

の程度の粗放生産ーを拡大するか，便利な地借での従来の粗放生産を，集約生産にきりかえるかが，問題と

なるようになる。これはし、L 、かえると，奥地の粗放生産により挙げられる収益や地代よりも， R:t也利の部

分の生産を集約化することにより増加しうる収益や地代の方が，大きくなるということであって，ここに

林業の位ti"è地代の上に，集約度地代が加わることとなるつし泊、してこの段階において，経営合活!化の木質

的必要から，生産方法と集約度の差にもとづき，集約生産，粗放生産，天然林の 3 つの区域が区分される

こととなる。

したがって生産ー方法， ひいては生産集約度までかえる， ということを地利級区蓋IJの一つの根拠とする

と，運搬費についてもかなりの聞きを必要とすることとなる。ぷ:表において従来の地利級区分のもとに，

各地利級IInで生産集約度がどのように進行するか，そのj順序を例示しよう。

第 11 表 生産集約皮の進行 (単位面積当り〕
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すなわちある限度の年投資を行うとき，地代を大きくしようとする林業生産のi企庁は，ヨミの (1) のごと

き }IFi序をとろう。 この地代は必ずしも運搬費に比例しない。 しかして注意を要するのは， ]および][

で，それぞれ粗放生産 C がまず進行拡犬し，それが11てんで次の地利級へ移行する際に，同一地利級内部

でも，それまでの粗放生産 C を集約な B 生産へ移行することがはじまる，とし、う J点である。 L 、 L 、かえ

ると地利級 I で粗放生産 C がし、きわたった段階で，地利級 I での生産集約化とが，地代の点から見

てほとんど二者沢一的て・ある，ということである c この関係は地利紋 rr で B をとるか， JI[ で C をと

るか，の場合も同様である。したがって生産集約皮の変化を，地利紋区分の基礎とするとし、う意味で，こ

の場合 r , 11 ， ll[ の巾は有用である。

地利紋 I で当初に行われる粗放生産 C が，集約生産 B に切り替えられるのには，一生産期間を要

しよう。しかし現実には，収穫事業の進行のため，跡地の C 生産化が短期間に終了し，地利級 E へ進

行する，と L 、う;場合も j起りえよう。その場合には，表 (1) での}i[l'j序は，かわってくる。しかしてこのよう

な経営利郎訟の場合は， 1 においても初めから， B 生産が選J尺されることとなろう。

なお 1 およびj[のうちの B 生産に適しない部分の集約生産 A は，JI[の C 生産化が行われた

後で若手されてよいであろう。なお， IV での C 生産は地代が 0.8 千円にすぎぬから，同一生産期間で

の天然林収入がこれに及ばぬとき，着手されうる c

このように地利紋を生産集約度の変化にI Y:J係づけて考えると，より集約度の高い段階の生産方法が，経

済的にみて合理的に入りうる松度の巾が，意味をもつこととなる。つまり良地利て也従来行われている林業

生産の集約化による地代増加と，奥地の林業生産の同一支出における地代とが等しくなる程度の巾とすれ

ばよいわけである。したがって，もし新しい生産方法によってえられる集約度地代の増加額が ， IJ、さい場

合には，かなり奥地まで同種の生産方法がとられるから，地利級の巾はかなり広くてよいわけである。一

方新しい生産方法による集約度地代の増加傾が大きいときは，生産集約度の変化が，比較的せまい地利紋

の巾で，とりスれられうることとなる、

したがって，現実に行われる1本業生産の集約度を，地利に応じて合rrgfl'-jに変化させようとする場合，上E

絞的地利のiミ好な部分では，その巾をせまくし， 地利が不良となって， 地代差があまりなくなってくる

と，その巾を広くすることが考えられる。 本例のような場合には， J 一川の地平Ij級rlJはほぼ妥当主見ら

れるが IV および V は強いて区分の必要がない この場合第 1 I白!日の生産のうる地代の水準はがo 15 

千円，第 21fTI 日が集約度地代ならびに位置地代で 10 千円，第 3l i 'i fî が 5 千円内外， 第 4 回目が IV 等

級での千円以下とし、ぅ順序で， 1並行しているへ しかしもし 15 千円と 10 千円との中間で， 12 千円とい

うような地代をもたらす生産方法が，採用しうる性質のものである場合には，地利級 I ないし H を，

3 等級か 4 等級に区分する必要を生じようコこの場合この地利級は， 100 円か 150 円と L、う運搬費差で，

区分されうる。

このような区分になるのは，良地利では労働投下も容易で，各種の生産方法が競争的であるから，集約

度ひいては地代の異なる方法が，合理的にとりスれうるし，また市場との地利もかなり固定的だから，細

分してもかなり長期にわたって利用しうるコ一方地利の不良なところは，土地に余祐のあるかぎり，同種

の粗放生産を拡大できるから，その巾は広くてもよいからである。したがって，このように現在地利の不

良な部分でも，将来資本や労働に対して土地が制限因子となり，したがって生産集約度を高める必要を生

ずるなら，当然より狭まく劃定し直すこととなろう c また現在でも地利級の]][や IV で，近く搬出事情
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がし、ちじるしく改善される見込みの確実な場合は，この予想をとりスれた形での区分も，意味をもつわけ

である。

つぎに生産量の培加をはかろうとする生産方法の進行は，地代の場合よりもカ必り単純であって 1 ，

IT , !I[の地利級を通じ，現実iこは C 生産の過程を経ず， ただちに B 生産の形で拡大されてゆくであ

ろう。その意味b、らすれば一見 r ， JI , ll[ の地利級区分を必要としない。すなわち B 生産に適する土

地を選らんで，林業生産をすすめ，ついで B 生産では利子の損失を生ずる W 等級で C 生産を行い，

その後ふたたひ、工等級から A 生産をその適地で行うとし、う順序になるつしたがってこの場合は，1Vと

JII の問に地利級が区分されていれば， 用が足りるわけで、ある。しかしもしし JI の地利級にかぎり，

B生産よりもさらに集約度の高い生産方法が，損失をまねかず生産量増加の見地からとりスれられうると

いう場合には，また n と IIf の IliJの地利級重IJ定も，意味をもってくる。

したがって地利級の巾は，その経営の生産目的のいかんにより，地fl]に応ずる生産方法の変化に鋭敏で

あるかどうか，でちがってくるわけで、ある。

一方経営の毎年の収支に不均!~tを生じなし、ょう，事業個所の配分を適当にしてゆきながら，経営の改善

をはかつてゆこうとする場合は，造林および撫育事業に関する生産集約度については，かなり広範問に同

じ方法をF郎、るとしても，地利により若干ずつ生産費用を異にしうること，および地利による立木価格の

相違が，かなり経営収益に作用する点から，地利級の区分は，たとえば逐撒費の 100 円巾とし，均等にこ

れを斤っておし、てよいこととなる寸しかしてこのね度の区分さえ行っておけば，経営資産の評価も，かな

り綿密に行いうるであろう。しかしその場合でも，経営として利用度の低い森林部分では，その巾をかな

り広くとっても，経営の運営上なんらの支障はないであろう。

第6節作業級と地利級との関係

作業級はなるべく同一樹種，作業種と施業方法一，および伐期令をとる林分を集指したもので，版JlIJ とし

ていわゆる生産保続の単位と考えられている v しかし現実には，土地の自然条件に応じて，樹種，生産期

間などを異にする林分が，かなり錯綜して存在し，これらをそれぞれ異なる作業級に区別することも煩判

なので，ある程度これをまとめる形となり，したがって一作業紋の中に，数樹種，数生産方法が混在する

こととなり，それらを通じて生産保続の計算が行われる形となる。

その場合，従来の経営計画で欠けていたのは，そのかなに地利級への配慮をとりスれていないことであ

るI 経営は全体として収支をプールして処理すればよい，と L、う認識から，成長量にもとづく生産量につ

いての，作業級を通じての総括計算が行われ，それによって経営生産を規整してきたわけである。そのた

め生産量についての保続的生産は可能であっても，価値の増加，投入，回収， "、L 、かえると，生産資本の

増加，費用および収益についての相互の関係，ならびにこれらの関係を合理的ならしむることによって，

経営の発展を促進することが，考えられなかったわけである。

この作業級のうちに，地利級区分をとり入れることによって，作業級内における林不蓄積だけでなくて，

価値量の配分関係が，ある程度明らか主なるこすなわち，地利級別に林木の蓄積量および価値量が，どの

ようになっているか，またそれぞれの材積成長量だけでなくて"価値成長量がどのようになっているかが

わかり，それにもとづいで，収穫個所の西日分，および造林撫育に関する費用の有効な投下が，考えられる

こととなる。その際前節に述べたごとき意味で，地flj紋別の合理的な生産集約度の目標にしたがって，施



- 96 一 林業試!!jfr;:場(íJ l 究報告第 102 号

業を規制することができるわけである

i也利紋はその本来の;意味からすれば，作業級を超越した形で劃定される，作業級が作業種の中11違に力点

を置いて，設定される以上，同一地利級のうちに， 2 種の作業級に属する林分を包含することが起りうる

からであるつしかし地利級が， 運搬設の多寒をiili.じて， 立木価格の高さを規定するだけのものではなく

て，生産集約度の規定を通じても，生産方法に作用するものである以上，作業級とは全然別個に設定される

ものではない"すなわち前仰の例炎をJ愛用するなら，地代の:最大を追及する経営でかなり生産集約皮のす

すんだ段階で， すでに地利級別に主要な生産方法を異にしているとしづ場合は， それぞれの地利紋ごと

に，また生産量の最大を追及する経営でも， 1 -111 と 1" V の 2 つの級別に， 作業級を設置するのが

妥当であろう。もっともこの場合は，区劃される級ごとに，保続生産の可能な程度にまとまった森林面積

である必要がある。

ところで作業紋の場合には，作業種，生産!明IWなど，ある程度生産方法のJJj似した林分を選訳して，こ

れを制成しうる。もとよりそれらの区域わけの段階において，現在若干生産方法のことなる林分をも，包

含して処理されることがあるが，主要な生産方法は一定しているつところで地利級を作業級に代って，生

産方法の指定に用し、ょうとするときは，同一地利級内にかなり生産方法を異にする部分を，多様に含むこ

ととなる。したがって，作業種なり生産方法そのものなりを」定にするとし、う意味で， ;j本分の集括を考え

ようとする場合は，不適切である

本来['1'楽紋の設定は，第 1 Iこ fよし、意味での立地紋と|比Jí系をもっている すなわち，同)樹極，同ー生産

方法で生育可能とし、う土地の自然条件にある部分で，現にまた将来その種の生産方法がとられるものを集

指して，設けられるものである。したがって地位はいろいろの部分を含みうる ρ このような広い意味での

立地紋は，地方の気象や土擦などと関係をもち， )，ムー面積にわたり一様な性状を示す場合も，またかなり局

目村山Jに~化的な場合もありうる「、 ÌÌÎj者の場合は作業紋の設定も容易なわけだし地利級を必要があればその

下位的な区分の忍礎となしうるが，しかし現実には数種の樹種が生育可能でありうることが多L 、から，そ

の際は地方の林産物需要事情などが考慮されて，適当に設定されるわけである。後者の場合は，かなり生

産集約度のすすんだ地借では，さらに数種の作業級が設けられることもあるが，粗放な生産段階て‘は一作

業紋に括約され，立地紋を異にする部分ごとに生産方法が指定される

したがって作業紋の劃定に当つては，表面につよく現われてくるのは立地紋であるが，その背後にある

脱皮地利級が作m していたともいえる υ これは経常生産がかなり長い陀v2をもっている場合，作業f伎の劃

定の仕方に，はっきりとうかがわれることがある。しかし，作用の仕方はやはり潜IT的であって，そのよ

うな力が働いている場合にも，これを認識せず，計悶の段階でもつばら立地級とそれに応ずる生産方法の

規定にのみ力をスれ，そのため経営の運営を非常に困難ならしめる場合も少なくないニ

しかし林業経営も，他の経営と同じく価値を犠牲にすることによって，価値を生産するのである。地代

を大きくしようとする場合，生産量というがごときは，その手段にすぎず，費用と収益の差額そのものが

生産目的となる σ 生産量をできるだけ大きくしようとする経営の場合でも，同時にそのための価値の減少

と取得との関係をできるだけ大きくしようとするのが，合理的なわけである戸しかして林業怪営では，生

産手段を自由に外部から購入し使用することはできないから，経営内部のもっとも重要な生産手段たる林

木蓄積の価値的な構成内容を，できるだけ高め，かっその利用の能率の上る形に配置するよう，つねに配

慮を必要とする。
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したがって，今後の林業経営が，このような意味での令:f!l!化を促進しようとするなら，従来のような作

業紋を単位とした一括的な，材積だけについての生産促統計算ではなくてさらにその内容を地利紋別に区

分した形で，もしくは作業紋をはなれて地利紋区分ごとの総括の形で，蓄積およびその価値量の治減計算

を行い，それにもとづいて経営の事業および収支計画を樹立実行する必要があろう。

このようにして，地利紋を作業級に代って生産方法決定の基礎となしうる場合もあるし，なし得ない場

合も起りえようコしかし，なし得ない場合にも，地利級内の主要な生産林去について，特殊な地利や地位

にあるものをのぞき，その価値内容と今後の費用収益の関係を明らカミにし，経営の経済的な運営の基礎た

らしむることはできるわけであるべ

なお，地利級と立地紋との関係については，第 1 主主においても，若干ふれた。

従来の作業級が立地紋に基礎を置いて，ほぼ均一の生産方法を指定する点から，生ずる経営運営上の不

備を，地利級をとりスれることによって是正しようとすると，事業個所の適当な配分を考える上では問題

はなくても，同一作業級の内部で、も，生産集約度を異にする生産方法をとる部分を生ずることとなる し

たがって，もし地利級区分を綿密に行い，それと立地級との関係から，妥当な生産集れ度の生産方法を選

択しようとするなら，究局的には林ítごとに生産方法をかえる，という問題もおこるだろうし，そうなれ

ば作業彼もいらないことになる。事実私有林の地情では，多数の森林所有者は個別に，それぞれの林分に

ついて，自己に必要な生産万法を指定する場合があろう。

しかし大泌営では，予算計回lにしたがって経営が統制運営されてゆくのだから，事業計画はある程度明

瞭な基準にしたがい，樹立実仔されるのが必要であるから，林小班ごとにあまりに特異性のある計画は，

これを樹立したとしても，現地での実行状設が増加費用なしに確認できない以上，ー般に容認されないで

あろう。もしこのような生産の実行が可能だとすれば，それは縦営の地利が全般的にきわめて高く，地代

ならびに土地生産力の増加が，管斑賓のかなりの増加をもたらしでも，経営として必要であり，かつ管1早

版員の技術水準をおしなべて高く，作業労働の給付能力が確実で，経営の組i識をiili じ計[fl!fの実現に十分な

信取を世きうる，とし、う場合であろうコこのような経営段階では，主!利と H然的立地のをを十分にとり入

れた林分別の，効果的な生産を行うことができる。

しかし，このような集約度段階に到達している経営は少ない J そのうちには，なお地利紋別にある程度

生産集制度の差を考える必Eさのあるより高い段階のものから，当面の11í:1.、総営収支に支配されて，十分な

投資を汗うことができず， いわば土地が相対nりに自由であり， きわめて粗放な生産段階に達するものま

で，いろいろな段階のものがありうるつまた一つの経営でこの阿種の部分にわたるものもあろうハ

地利紋別に，またはその数級をまとめた形で， 主I-:産集約度に差等をつけるのが， 住営の資本構造から

も，収支からも合理的にとりスれられうる経営では，そのような巾の地利級が作業紋に代って比いうる。

なおそのすすんだ段階，および自然立地の多採またはは会径済の必要によっては，そのような巾の地利放

の中で，数種の作業教が分割されてよいこととなる。もとよりその場合，縦断的に同種の生産方法をとる

部分を集揺して，それぞれの作業級を構成し，令制ミ別の面積，蓄積，成長量などを求め，それにもとづい

て，生産量の予定および将来の蓄債構造を考えることができる。また従来欠けていた価値量の計算は，そ

の作業級内でのそれぞれの地利級に属するものについて，計算して求めておくことができょうこしかし事

業計画を樹立実行する段階では，かえって作業級別ではなくて，地利紋別に計画を整理し，運営するのが

有利であろう c
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土地が自由であり，したがって粗放な生産段階の経営でi土，作莱紋区分も地利紋区分もきわめて大まか

なものとなるであろう。 形として同種の作業級が広く数地利級にまたがり， その内部で，若干の地利]級

が，事業運営に必要な程度にとり入れられればよい。


